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　未曾有の犠牲者を出した第2次世界大戦から80年が経とうとしているが、世界では

今も紛争が絶えず、気候変動の影響で自然災害も頻発・激甚化している。さらに、新型コ

ロナウイルス感染症は、紛争や災害に限らず、人々の生命や生活に対する脅威が存在する

ことを改めて示した。こうした人道危機は、特に脆弱な立場にある人々の生活を一層危う

くしている。開発途上国ではガバナンスやインフラの未整備により、被害が深刻化しやす

い。このような状況に対応するため、2023年に国内で「緊急人道支援学会」が発足し、国

内外の知見を蓄積し、発展させるプラットフォームとしての役割を果たしている。

こうした頻発する人道危機に対し、学会が取り組むべき課題の一つが人材育成である。

紛争、自然災害、パンデミックといった多様な危機に迅速かつ効果的に対応するには、国

際機関、政府、NGO、民間セクター、被災地の地域社会を含む幅広い主体で活躍する専門

人材が不可欠である。しかし、こうした人材の確保と育成には多くの課題がある。国内に

おいては、国際基準（例：スフィア基準）の理解不足、若者の内向き志向、高度人材育成プ

ログラムの不足、キャリアパスの不透明性などが、人材育成の阻害要因となっていると考

えられる。万能の解決策はないが、できることから着実に取り組む必要がある。

本特集では、国内の緊急人道支援における人材育成の現状と課題を多角的に検討する。

具体的には、現在進行中の複数の人材育成プログラムを取り上げ、その実践を分析する。

これらの分析を通じて、国内外の支援現場における人材ニーズとのマッチング、コロナ禍

で進んだオンライン学習、学習意欲を高め、効果的な学びを促進する工夫、知識と実践の

バランス、研修効果の評価、キャリアパスとの接続、研修プログラムの持続性、多様なステー

クホルダーとの連携といった点についての工夫や課題が明らかになるだろう。

本特集で掲載するのは、以下の4本の論文である。

•	小松太郎・木村万里子・忍足健朗「緊急人道支援の基礎講座：人材育成の裾野拡大

に向けた取り組み」：大学で開講された社会人向けオンライン「緊急人道支援講座」

（知識編、スキル編）の受講者に対する追跡調査を基に、講座の意義や可能性、今後

01 特集

緊急人道支援の人材育成：現状と今後の展望
緊急人道支援学会 紀要編集委員　小松太郎

の展望を論じる。

•	三宅隆史「緊急時の教育の最低基準についての研修の効果と要因」：緊急時の教育

支援ミニマムスタンダード研修について、研修生アンケートの分析を通じて、その

効果の有無や要因を探る。

•	松尾沢子「効果的な人道基準研修のアプローチ－JQAN主催スフィア研修の経験か

ら」：人道・緊急支援の際に参照されるスフィア基準の意義や役割を、研修を通じ

てどのように伝えるべきかについて考察する。

•	原田奈穂子「災害支援の実践から探るMHPSS研修の展開 ―PFAからAI活用まで―」：

「メンタルヘルス及び心理社会的支援」（MHPSS）に関する研修の実践的アプローチ

について、地域社会における支援の仕組みづくりを視野に論じる。

これらの論文の一部は、緊急人道支援学会を含む関連学会の大会などで発表された内容

を基にしている。そこでは、人材育成や能力強化について、参加者との活発な意見交換が

行われた。今後も、論文の掲載や学会・シンポジウムを通じて、人道支援における人材育

成の議論を深め、その量と質の向上を目指したい。

今後の方向性として、テクノロジーを活用した新たな育成手法の導入や、国内外の多様

なステークホルダーとの連携が一層重要となるであろう。近年、デジタル技術の進展が人

道支援の現場にも変革をもたらしている。オンライン教育の普及により、支援現場にいる

実務者や海外留学中の学生も国内の研修を受けることが可能となった。今後は、バーチャ

ル・シミュレーションやAIを活用し、実際の危機対応を模擬しながら学ぶ機会を提供する

ことも可能になるであろう。そのリーチの広さを活かして、テクノロジーは人道支援への

関心喚起や人材のすそ野の拡大にも貢献し得る。

ステークホルダー間の連携については、大学、研究機関、NGO、民間企業、政府、国際

機関などが協力し、体系的な教育プログラムの構築を進める一方で、海外の団体とも連携

し、研修の相互受講や共同プロジェクトの推進を図ることも可能である。その際、日本国

内で培われた知見を海外に発信し、グローバルな規模で人道支援の人材育成に貢献するこ

とも、本学会の重要な役割の一つとなる。

今回の特集を契機に、本学会誌が人材育成の最先端の研究成果を発信し続ける場とな

り、より効果的で持続可能な人材育成モデルの確立に貢献することを願う。
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要旨

近年、紛争・災害・感染症・気候変動により人道危機は長期化・複雑化し、専門的人材

の育成が喫緊の課題となっている。本稿は、2019年に上智大学で開設された「緊急人道

支援講座」の歩みを振り返り、その成果と今後の展望を考察する。講座は国内唯一の人道

支援に関する体系的プログラムとして200人以上が受講し、その多くが実際に人道支援に

従事している。カリキュラムは国際基準や各分野の基礎知識に加え、調整・交渉・心理的

応急措置など実践的スキルを含み、受講生の多様な背景と相互学習を重視している。

2024年の追跡調査では、キャリア選択への明確な影響が示され、受講者の約半数が人道

支援に携わる一方、実務機会の不足が課題である。今後は、オンラインでの学び方の改善、

受講生の学習環境に合わせたより柔軟な講座運営、受講生同士の交流促進などが求められ

る。本研究は、日本における緊急人道支援人材育成の現状と方向性を示し、学術的にも実

践的にも意義を有する。

1. はじめに

近年、紛争・戦争、自然災害、感染症の流行、気候変動といった要因により、世界各地

で人道危機が深刻化している。人道危機から逃れた人々は１億2千万人を超え、その数は

年々増加傾向にある(UNHCR, 2025)。日本の総人口の人々が、世界中で家を追われて避難

していることになる。日々世界各地で人道危機が発生・継続しており、厳しい状況下で生

きる人々を支える支援が必要である。そのためには、緊急人道支援のプロフェッショナル

育成が欠かせない。

01 特集　「緊急人道支援の人材育成：現状と今後の展望」

緊急人道支援の基礎講座：人材育成の裾野拡大に向けた取り組み
上智大学　小松太郎

本論文は、上智大学で2019年から実施してきた緊急人道支援講座の歩みを振り返り、

今後の展望を示すことを目的とする。講座は日本国内を含む世界の人道危機に対応する人

材育成を目指して開設され、これまでに200人を超える受講者を輩出し、多くが実際に人

道支援に携わっている。緊急人道支援に特化した恐らく国内唯一の人材育成プログラムで

ある。講座の背景や運営を記録し、今後の展望を考察することは、今後ますます求められ

る人道支援人材育成のあり方を検討する上で有用である。本稿の分析は評価論に基づきつ

つ、複数の関連資料や文献も参照する。

論文の構成は次の通りである。次の第2節では、先行研究を参照しつつ、世界の人道危

機の特徴と支援の多様化を確認し、日本が緊急人道支援を行う意義と人材育成の重要性を

論じる。第3節では、上智大学の緊急人道支援講座の経緯・目的・カリキュラムを紹介する。

第4節では2024年末に実施した受講者追跡調査の結果を示し、第5節で講座の可能性と

課題を考察する。

2. 緊急人道支援の人材育成の必要性

本節では、緊急人道支援における人材育成の必要性について論じる。まず、近年の人道

危機の長期化や支援ニーズの多様化に伴い、支援人材に求められる役割がどのように変化

しているのかを確認する。続いて、日本の人道支援の現状と課題を概観し、最後に、国際

的な枠組みや先行事例を参照しながら、今後の人材育成の方向性と課題を整理する。

2-1. 人道危機の拡大と支援の多様化

緊急人道支援
1

を取り巻く環境は変化している。例えば紛争の長期化であり、EUは人道

危機が平均9年間続くとする（European Union, 2020）。この状況では、支援機関は単なる

サービス提供者から、国家や地域社会と協働し持続的効果をもたらすアクターへと変わる

必要がある。「政治性を排した人道主義」（Lie, 2020）から、より将来志向で変革的な役割

が期待される（Komatsu et al., 2023）。一方、被災者コミュニティのオーナーシップ強化

からローカライゼーション（支援の現地化）が進展している。日本人職員が紛争地に直接

1 本論文では、緊急人道支援を「緊急事態またはその直後における、人命救助、苦痛の軽減、人間の尊厳
の維持及び保護のための支援」と定義する（外務省、2024a）　

元国連ＷＦＰアジア地域局長　忍足健朗
日本国際ボランティアセンター（JVC）　木村万里子
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入ることは難しく、今後ますます現地職員中心の活動に移行していく可能性が高い
2

。さ

らに技術革新も支援のあり方を変えている。難民登録の生体認証やキャッシュバウチャー

の活用は支援の柔軟性を高めている一方、現場の文脈への配慮が求められる。人道支援が

慢性的な財政不足という課題を抱える中
3

 、限られた資源の中で効果的な支援を実現する

創意性が益々必要となる。	

国際的には、人材育成の枠組み整備が進んでいる。「人道支援の質と説明責任に関する

必須基準（CHS：Core Humanitarian Standard)」やスフィア基準が、研修プログラムの設

計に活用されている（CHS Alliance, 2020）。しかしJacquetら（2014）の研究では、既存

のプログラムは期間・費用・対象が多様で統一的枠組みが不足しているとされる。また、

Bahattabら（2024）は、CHSに基づく設計が研修の質向上に寄与する一方、標準化や評価

指標の不足を課題として指摘し、学際的アプローチ、現場との協働、e-learningを含めた多

様な教授法の重要性を挙げている。すなわち、国際基準は存在するが人材育成の定型モ

ジュールは未整備である。緊急時の教育（EiE）では、「緊急時における教育に関する機関

間ネットワーク（INEE）」が策定した「緊急時の教育支援ミニマム・スタンダード

（INEEMS）」が研修指針として広く使われ、カスケード研修やeラーニングで普及している

（INEE, 2021）。日本国内でのINEEMS研修の評価は三宅（2027）を参照されたい。総じて、

支援の基準や枠組みは有効であるが、これらを活用した研修制度の設計においては、実践

と省察の反復的な蓄積が不可欠であり、その成果を国内外の関係者と共有していくことが

求められる。

2-2. 日本による緊急人道支援

人道支援は日本が世界に貢献できる重要な分野である。第2次世界大戦後、日本は平和

憲法のもと人道支援や開発援助といった非暴力的手段で国際社会に関与してきた。世界的

にはODAに占める人道支援の割合が増加傾向にあったが（AidWatch Canada, 2017）、日

2　「NGO 安全管理イニシアティブ（JaNISS）」のように、NGO 職員の危機管理能力を高め、紛争地に派
遣する取り組みが進んでいる。
3　人道支援の要請額と実際の資金調達額との差は、2024 年 6 月時点で 360 億米ドルを超えている

（OCHA, 2024）。さらに、米国国際開発庁（USAID）が 2025 年 7 月に解体されたことにより、この差は
一層拡大している。

本は必ずしもこの流れに沿っておらず、2023年の実績では米国がODAの20%以上を人道

支援に充てるのに対し、日本は3.8%にとどまり（DAC平均は12.7%）、56.0%を経済インフ

ラに配分している（外務省, 2024b）。一方で、2003年以降のODA大綱には「人間の安全

保障」が明記され、直近の改訂でも国家安全保障との結びつきが強まる中、人道支援を重

視する姿勢は政策文書に示されている。日本の緊急人道支援を牽引してきたのはNGOで

あり、教育、貧困削減、保健、災害、環境が主要分野で、そのうち50団体が緊急人道支援

を実施している（外務省・JANIC, 2022）。2000年に設立された官民連携組織「ジャパン・

プラットフォーム（JPF）」も、政府・NGO・経済界の協働により迅速かつ効果的な緊急人

道支援の体制を整備している（JPF, n.d.）。さらに、日本による緊急人道支援には国際機関

を通じたものも含まれるが、日本のODAの約2割は国際機関に拠出されており、国連関係

機関に勤務する日本人職員数はこの20年間で2倍以上に増加している（外務省, 2024c）。

こうした政府、NGO、国際機関、民間の取り組みを量・質両面でさらに拡充するためにも、

緊急人道支援に特化した人材育成が不可欠である。

2-3. 人材育成の必要性と内容

緊急人道支援の現場では、医療、食料・栄養、水・衛生、教育・保護といった多様な支

援が求められ、国際基準（スフィア等）の遵守や他の支援団体との調整、文脈への配慮が

不可欠である。国際協力の分野では、開発援助や平和構築に関する人材育成は大学院や専

門機関（国際開発機構（FASID）、アジア経済研究所（IDE）、広島平和構築人材育成センター

（HPC）等）が担ってきたが、緊急人道支援に関しては、初学者が体系的に学べる教育プロ

グラムは乏しく、仲間づくりやキャリア形成について学ぶ機会も十分ではない。「支援の

質とアカウンタビリティ向上ネットワーク（JQAN）」による研修や特定分野に特化したト

レーニングは存在するものの、包括的な初学者向けカリキュラムは整備されていないのが

現状である。

一方、海外では人道支援の専門性を重視した教育が整いつつある。例えば米国のチュ

レーン大学公衆衛生学部では、緊急人道支援に必要な知識に加え、共感力、専門的なコミュ

ニケーション能力、チームワーク、高ストレス環境での対応力、危機地域への赴任意欲と

いったスキルを明確に掲げている（Tulane University School of Public Health, 2024）。ま
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た、UNDPなど国際機関も短期研修を提供しており（UNDP, n.d.）、獲得すべき知識・技能・

マインドセットは多様でありながら明確化されている。これらの事例は、緊急人道支援従

事者が高い専門性を備えたプロフェッショナルであることを示している。

国内では、人道支援が専門的な人材に支えられているという認識が十分に浸透していな

かったのかもしれない。こうした背景から大学による緊急人道支援講座が開設され、6年

を経た現在、その意義や有効性を検証することは、今後の人材育成のあり方を考える上で

有効である。

3. 大学による基礎講座の概要

本節では、上智大学で実施している緊急人道支援講座の概要を述べる。まず、開講の経

緯として準備のプロセスと趣旨を説明し、緊急人道支援の人材育成に取り組む意義につい

て述べる。次に、受講生の多様性について触れ、講座の特徴であり重視している方針として、

受講生同士の学びについて記述する。その上でカリキュラム構成、学びのフォーマット、

講座の運営体制について説明する。

3-1. 開講の経緯と目的

2019年に開設された「緊急人道支援講座」の第一の目的は、この分野へのキャリア関

心を喚起し、人材の裾野を広げることである。筆頭筆者が2016年にJPFの招きで参加し

た「緊急時の教育支援ミニマム・スタンダード」講師研修を契機に、次世代人材不足への

危機感が共有され、日本で人道支援に特化した研修機会を整える必要性が認識された。大

学公開講座としての開設は異例であったが、「学び直し」やリスキリングの潮流、成人教

育への期待が追い風となった。その後、講座は大学の国際協力人材育成センターに継承さ

れ、社会の変化に応じた取り組みとして位置づけられている。

第二の目的は、人道支援を専門的な職業領域として広めることである。緊急人道支援の

主な担い手であるNGOは迅速性や人道主義に基づき活動しているが、日本では「無償ボラ

ンティア」という先入観が根強い。しかし実際には大学院修士課程修了者も多く、知識・

技能・心構えが求められる高度な分野である。講座を通じて、専門性の理解と社会的評価

を高め、優秀な人材の参入と待遇改善を促すことも狙いとしている。

第三の目的は、多様なアクターを結集するプラットフォームづくりである。人道支援に

は、NGO、ネットワーク機関（JQAN）、中間組織（JPF）、赤十字、JICA、民間企業、そして

国際機関（WFP、UNHCR、UNICEF等）が関与するが、団体間の横のつながりは必ずしも強

くない。講座はこれらの日本人職員を結びつけ、次世代育成と支援の質向上を図る場とし

ての意義を持つ。講座のカリキュラム設計や運営に関わるコーディネーターやアドバイ

ザー、監修は、国際機関やNGO等での人道支援での経験を持つ（元）実務家や大学教員が

担っている。

3-2. 受講生の多様性と学び合い 

本講座は定員30名で毎回定員を超える応募があり、緊急人道支援のキャリア志向が読

み取れる志望書を重視して選考を行っている。2024年12月の追跡アンケート（回答61名、

回答率30.8%）によれば、所属はNGO職員が最も多く、公務員、JICA関係者、一般企業、医

師や教員など多岐にわたる。経験者と未経験者の割合は約4割と6割であり、既に現場に

携わる人から新たに志す学生まで幅広い層が参加している（図１）。

図1：参加者の受講時の所属

注：「JICA」は、青年海外協力隊を含む。「医療」は、看護師と医師を含む。「公務員」は、外
務省職員を除く。一名（自由記述）のみの回答に、（開発）コンサルティング会社、放送局、
自営業があった。出所：筆者
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講座は毎回インタラクティブに進められ、グループ演習や討議を通じて受講生同士が互

いに学び合うことを重視している。修了時アンケートでも、多様なバックグラウンドによ

る意見交換が学びを深めたとの声が多く寄せられた。一方で、議論が経験者寄りになると

初学者には難しい場合もあるため、講座は初学者向けであることを明確にし、経験者には

自身の実務経験の共有を、初学者には独自視点の表明を促している。

さらに、受講生同士のつながりを促す仕組みも取り入れている。自己紹介スライドや連

絡先一覧をオンラインで共有し、駐在や留学で海外に滞在する参加者も含め交流が広がっ

ている。例えば、ケニア在住の受講者同士が知り合って現地で食事会を開いた例や、対面

参加時、講座終了後の自主的な交流・オンライン勉強会も報告されている。大学生も毎回

一定数参加しており、国際系だけでなく、看護・教育・法学など多様な学部の学生が、自

らの専門性を人道支援の現場でどう生かすかを考えている。講座は、このように幅広い年

齢層と職種を結び付け、人道支援人材の裾野拡大に寄与している。

3-3. カリキュラム構成

講座は春期と秋期に分かれており、春期は緊急人道支援に関する基礎知識、秋期は基礎

スキルの習得を主目的としてカリキュラムが構成されている。各期は100分×13回で、

両方を履修すれば計26回のセッションとなる。春期では人道原則や国際基準、支援調整

メカニズムを学んだうえで、保健・医療、食料・栄養、水・衛生、教育・子どもの保護、ジェ

ンダーなどの分野を扱う。秋期ではプロジェクト管理、住民参加・苦情対応、心理的応急

措置（PFA）、交渉術や安全管理、メディア対応など実践的テーマに取り組む。初回は受講

者同士の紹介や人道支援に必要な資質を考えるセッション、最終回はキャリアセミナーと

して講師や受講生同士で経験を共有する。両期は独立しているためどちらからでも履修で

き、片方のみの受講も可能である。受講者全員には、参考図書として小松太郎編『国際緊

急人道支援のキャリアと仕事』（2020年、国際開発ジャーナル社）が配布される。

講座では出欠を記録し、10回以上出席した者に修了証を発行する。各回は録画され、

欠席者や復習希望者が視聴可能だが、インターアクティブな学びを重視しているため、動

画視聴のみでは出席扱いにならない。修了証は日英併記で各回の内容を明記しており、受

講者の求職活動やキャリア形成に資するよう、デザインされている。

3-4. フォーマット

講座はZOOMを用いたオンライン形式で実施され、受講者の半数以上が関東圏外、さら

には海外から参加している。対面での交流を求める声に応え、2024年度からは初回と最

終回を対面とオンラインを併用したハイフレックス形式で実施している。各回は講義とグ

ループ演習を組み合わせ、質疑応答の時間も確保し、オンラインでも講師との自由なやり

取りができるよう、終了後に一定時間ZOOMを開放している。さらに、Googleスライドや

スプレッドシートを活用したインタラクティブな学習、共有フォルダによる資料・課題へ

のアクセス、リフレクションフォームによる振り返りと講師からのフィードバックを組み

合わせることで、一回ごとの学びを完結させている。

3-5. 運営体制 

講座のカリキュラムや講師選定、受講者選抜は、監修者、コーディネーター、アドバイ

ザーの3名が担当している。各セッションにはコーディネーターが同席し、学生ボランティ

ア2名がブレークアウト作業、講義録画、出欠確認などを補助している。講座は上智大学

国際協力人材育成センター（SHRIC）が運営し、職員2名が広報、講師との調整、リフレク

ションの取りまとめ等の事務業務を担っている。開設当初は対面形式で実施していたが、

コロナ禍を機にオンラインへ移行した。オンラインでも対面と同等以上の学びを提供する

ため、この規模の研修としては比較的手厚い運営体制を敷いてきたが、オンライン学習が

一般化・定着してきたことを踏まえ、今後は当日の運営スタッフ数を減らすなど、より簡

素な体制への移行を検討している。

4. 講座の効果検証

本節では、緊急人道支援講座の受講者がその後どのようなキャリアを歩み、講座がどの

ような意味を持ったかを明らかにするために実施したアンケート（受講者追跡調査）結果

を報告する。2019年の開設以来、1年間の休講を除き5年間で延べ246名が受講した（2024

年度末時点）。受講者は毎回の修了時に満足度調査に回答しているが、今回はより長期的

な影響を確認するため、2024年12月に応募時登録アドレス204件に調査票を送付し、61
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名（回答率30.8％）から回答を得た。研究倫理および個人情報保護に配慮し、回答は無記

名形式で実施した。

4-1. 進路への影響

講座は受講者の進路やキャリア志向に明確な影響を与えている。受講時に緊急人道支

援に従事していた割合は32.8％だったが、現在、この分野に関わっている割合はボラン

ティアを含めて46.9％となっている（図2）。また「進路選択に講座がどれほど影響したか」

については95％が「影響を受けた」と回答した（図3）。自由記述でも「漠然とした憧れが

具体的な進路選択につながった」「講師や仲間との出会いが転機となった」「開発事業に関

わる中で、人道支援を学んだことで将来の選択肢が広がった」といった声が寄せられてい

る。一方で、半数近くは「関心はあるが関われていない」と回答しており、インターンシッ

プなど直接キャリアに結びつく機会が限定的である点は本講座の課題といえる。

図 2：「現在、国内外の緊急人道支援に関わられていますか」出展：筆者　

図３：「本講座が、その後のご自身の緊急人道支援への関わり方や関わりへの意志に、
どの程度影響しましたか」出展：筆者

4-2. 学びの質と適正さ

アンケートでは、学んだトピックのうち役立ったものを挙げてもらった（5つまで選択

可）。回答者の8割以上が人道原則や国際基準など規範的・基礎的な学びを選択し、その

他のトピックにも一定の回答があった。知識面では個別イシュー（医療保健、食料・栄養、

水・衛生、教育）が多く、スキル面では現場での調整・連携やリーダーシップ・交渉術が

多い。また、グループワークやネットワーク形成といった講座全体に関わる要素も重視さ

れていた（図４）。
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これらの回答は今後のカリキュラム検討に有益である。春期講座で扱う個別イシュー

は基本的に毎年同じだが、講師は都合や扱うテーマに応じて調整する場合がある。個別イ

シューへの満足度は高いため、このブロックは今後も維持が必要であると考察する。また、

支援調整メカニズムや難民・国内避難民やジェンダーといった横断的トピックにも一定の

関心が寄せられた。一方、ローカライゼーションや広報・メディア連携は比較的回答が少

なく、初学者にはイメージしにくい可能性がある。限られた講義時間の中で優先順位をつ

けつつ、回答傾向を参考にしながら新しい学習トレンドにも対応していく必要がある。

4-3. 講座の意義

アンケートの最後に設定した自由記述欄では、講座に関する感想が多く寄せられ（47

件）、その多くは学びの体験をポジティブに捉えていた。以下が、その抜粋である。

•	「本講座を通じ、人道支援のあるべき姿やそこにどのように携わることが求められ

ているか、向き合うことができた。」

•	「現在緊急人道支援に関わる仕事をしているが、分野横断的に、人道支援を広く学ぶ

ことのできた貴重な機会だったと改めて思う。」

•	「職務上、緊急人道支援に携わったが（省略）、活動する方々の共通言語としての用

語等を理解できる有意義な講義だった。」

•	「支援を実施する際にどのような配慮が必要か、という考え方は今の仕事にも活き

ている。」

•	「講義→グループワークという流れで主体的に考えることができた。実際の現場を

イメージしながら、実践的に学ぶことができた。」

•	「同じ志をもつ講師や受講生との出会いは刺激的でモチベーションがあがった。」

•	「国際開発、平和構築に比較して『緊急人道支援』に特化した講座は国内ではほぼ無

いため、貴重な機会である。」

•	「経験豊富な受講生にとっても、自身の経験を振り返ったり、専門以外の分野の学び

に役立っている。」

•	「木曜夜、オンラインでの開催であったため、仕事と両立が可能だった。」

•	「首都圏外在住のためオンラインで参加できて良かった。」

•	「人脈も大きな収穫でした。」

これらの感想から、講座が緊急人道支援の基礎知識とスキルを獲得する場であると同時

に、講師や多様なバックグラウンドを持つ受講生との交流を通じ、人道支援に携わる心構

えを学ぶ機会となっていることがわかる。さらに、オンライン形式で平日夜に実施してい

ることから、仕事や学業との両立が可能であり、地方や海外からも参加があった。本講座は、

将来の人道支援人材の裾野拡大に寄与していると言える。

5. 今後の課題

受講者追跡アンケートでは、今後の改善点として「オンライン環境の改善」、「講座内容・

運営」、「受講生同士の交流促進」の3つが示された。一つ目については、オンラインでは

発言のタイミングが難しく、グループディスカッションを活性化するために課題をより明

確にすべきとの意見があった。また、海外からの参加者の中には紛争・災害影響国など不

図 4：「講座で学んだトピックのなかで、緊急人道支援の業務に役立っている、
もしくは役に立つと思うものを選んでください。」※最大５つまで選択可
注：横軸は、回答の頻出回数を示している。出展：筆者
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安定なネット環境下にある人もおり、講師が使用するGoogleシートにアクセスできない

場合も報告された。ネット環境は基本的に受講者の責任だが、インフラの脆弱な地域もあ

るため、運営側として可能な限りの配慮が求められる。

二つ目の講座内容と運営に関しては、まず「毎回のテーマが深く、2時間弱では消化不

良に感じる」という意見があった。プロジェクトマネジメントなど本来は長時間を要する

研修も含まれるため、講義内容はどうしても限定的になる。その補完として、講師による

参考資料の共有や事前課題の提示を行い、セッション中の議論が充実するよう工夫してい

る。また、本講座は人道支援の「入口」と位置づけられ、網羅的な理解よりも各トピック

の要点を掴むことを重視している。次に運営面では「海外出張が多いため、振替参加が可

能な代替手法を検討できないか」という要望があった。国内受講者からも同様の声が寄せ

られているが、講座はインタラクティブな学びを重視しており、出席はオンタイム参加の

みを認めている。一方で、オンラインならではの柔軟性を生かした新たな方法も模索する

余地があり、他の受講者や講師との交流をオフラインでも可能にするような仕組みを検討

していきたい。

最後の「受講生同士の交流促進」についても、運営側で工夫の余地がある。オンライン

ではセッション前後の交流が難しく、これまでは受講生の自主性に委ねてきたが、キャリ

ア情報の共有や相互支援など、つながりは有益である。年に一度でも同期や過去の受講者

が集う場を設けることが考えられ、国際協力人材育成センター（SHRIC）でも他のオンラ

イン講座とあわせて検討が進められている。

6. 終わりに

本論文の考察から、過去5年間にわたり実施された緊急人道支援講座は、国内における

人材育成に確実に貢献してきたといえる。緊急人道支援に関わりたいが入口に悩む人に

とって、大学の社会人講座という枠組みは受け入れやすく、多様な背景の参加を可能にし

てきた。カリキュラムは基礎知識とスキルの習得を目的として網羅的に構成されており、

初学者だけでなく学ぶ機会の少なかった経験者にとっても有益である。また、グループワー

クによる意見交換や合意形成は主体的な学びを促し、現場での実践にも資する。今後は、

評価されてきたカリキュラムやインタラクティブな形式を維持しつつ、オンラインの特性

をより積極的に生かし、ハイフレックス形式や修了者ネットワークの活用を通じて多様な

ニーズに応えていく必要がある。その際、講師間の交流や連携も取り入れることで、本講

座の当初の目的の一つである、多様なアクターが集うプラットフォームの構築の実現化を

目指したい。
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要旨

本稿の目的は、緊急時の教育支援の最低基準であるINEEミニマムスタンダードの研修

の効果と要因を明らかにすることである。過去の研修参加者に対するアンケート調査の結

果、以下が導出された。第1に3分の1の参加者は、①緊急時の教育事業の運営のために、

②教員や学校の能力強化のために、③事業計画書・申請書の作成あるいは審査における

チェック項目として、または④市民への啓発活動のために、ＩＮＥＥミニマムスタンダー

ドを活用している。第2に8割強の参加者は、①人道支援従事者としての意識面の改善、

②人道支援における教育の重要性についての理解、③人道支援事業の運営スキルの改善と

いった良いインパクトを受けている。第3に参加者の所属団体の45%がＩＮＥＥミニマム

スタンダードを活用している。最後に、研修効果に正の影響を与える要因として、研修マッ

チング、実践レディネス、実践意思の3点があることを示した。

1．研究の背景と目的

水・衛生、栄養と食糧、シェルター、保健・医療セクターの緊急人道支援の質とアカウ

ンタビリティを確保するための最低基準を示しているのがスフィア基準である。スフィア

基準には教育セクターが含まれていないため、INEE（Inter-Agency Network for Education 

in Emergencies）は、緊急時の教育の最低基準を2004年に開発した。これは、INEE 

Minimum Standardsと呼ばれ、現在の版は2024年に発表された第３版である
1

。INEEに

は190か国の4,000の機関（NGO、国際機関、研究機関、各国教育省など）と22,000人の

個人がメンバーとなっている。

1　INEE ミニマムスタンダード 2024 年版は https://inee.org/minimum-standards　を参照。（2025 年 8
月 14 日閲覧）

01 特集　「緊急人道支援の人材育成：現状と今後の展望」
INEEミニマムスタンダードを日本で普及することを目的に、2016年にジャパン・プラッ

トフォームと教育協力NGOネットワークは協働して、米国で開かれた国際トレーナーに

よる同スタンダードのトレーナー養成研修に、16名の人道支援従事者（主にNGOスタッ

フ）を派遣した。参加者は帰国後、日本における研修のモジュールと教材を開発した。試

行研修を経て、教育協力NGOネットワークはINEEミニマムスタンダード研修を日本で開

始した。当初は全日2日間の対面での研修であったが、コロナ禍以降は、オンラインによ

る半日の研修を3日間実施している
2

。

研修の目的は、「研修終了時に参加者が、①緊急時における教育支援の重要性を理解し、

②INEEミニマム・スタンダードを緊急時の教育支援事業の事前調査、計画立案に適用で

きるようになる」ことである。研修プログラムを表１に示す。

表1：INEEミニマムスタンダード研修のプログラム

1日目

•	人道支援における質の保証と説明責任（人道原則、人道支援の国際基準）

•	緊急時の教育はなぜ重要なのか

•	INEEミニマム・スタンダードの枠組み（講義）

2日目　　　

•	INEEミニマム・スタンダードの枠組み（演習）

•	INEEミニマム・スタンダードをどう使うか－事前調査―（演習）

3日目

•	INEEミニマム・スタンダードをどう使うか－事業形成―(演習)

•	質疑応答、行動計画づくり、閉会

この研修を年に2回程度しており、本稿執筆時点において累計で15回実施し、国内外

の人道支援・開発協力の従事者・実践者248名（1回あたり平均16.5名）が参加した。

研修の内容、講師、資料についての評価については研修終了時に参加者に対するアン

2　教育協力 NGO ネットワークが実施している INEE ミニマムスタンダード研修の募集要項は、https://
surl.li/hxfzwf　を参照。（2025 年 8 月 14 日閲覧）

緊急時の教育の最低基準についての研修の効果と要因
立教大学　三宅隆史
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ケート調査を毎回実施し、研修の質の改善がはかられてきた。しかし、研修後における

INEEミニマムスタンダード研修の効果と要因についての調査は過去に行われてこなかっ

たことから、本調査を実施した。

2. 先行研究と分析枠組み

INEEミニマムスタンダード研修の効果やインパクトについての調査報告や先行研究を

INEEのウェブサイトおよびGoogle scholarで検索したところ、研修終了時におけるアン

ケートをとりまとめた報告書類は存在するものの、研修後に研修参加者のトレーシング調

査を実施した調査報告や研究は存在しなかった。開発協力ならびに人道支援の従事者を対

象にした数多くの研修が実施されているにもかかわらず、開発協力および人道支援分野の

研修の効果の要因についての日本での研究は、CiNiiおよびJICA図書館のポータルサイト

で調べた限り存在しなかった。

一方、経営学を基礎とする人材開発研究は、研修の効果の要因について知見の蓄積を有

している。小園・大内（2016）は、成人教育学ならびに人材開発研究の先行研究である

Knowles（1970）、Cranton（1992）、Willmore(2004)らの議論を参照して、「研修効果を

高める要因の関係」についての仮説を提示している（図１）。

図1：研修効果を高める要因の関係（仮説）出所：小園・大内（2016: 56）

本稿では、この分析枠組みを援用して、5節に示す研修効果の要因についての仮説を設

定し、本調査で得られたデータを用いて分析を試みた。

3. 調査方法

調査方法は、2022年７月の第9回から2024年８月の第13回のINEEミニマムスタンダー

ド研修（以下「本研修」と記す）までの計5回の全ての参加者73名を対象とするオンライ

ンでの質問紙調査で、2024年９月に実施した。調査実施時において本研修参加後、1カ月

間から2年２カ月間が経過していたことになる。第9回以降の参加者を調査対象とした理

由は、第8回までは2日間全日対面で実施していたのであるが、コロナ禍に対応するため

と海外や首都圏以外に居住する人の参加を可能にするため第9回からは、半日で3日間実

施することとし、オンラインでの実施に伴い、研修内容は変わらないものの、研修方法を

変更したためである。

質問紙への協力依頼を送付した73名のうち、配信不能となったケースが10件あったの

で、63名に調査協力依頼が届いた。このうち33名から有効回答を受領したので、有効計

画標本数を分母とした回収率は52％であった。なお、調査協力者は、非調査協力者よりも

本研修に対するコミットメントが高いと考えられるため、研修の効果のレベルについての

調査結果の判断には留意が必要である。なお、倫理的配慮として、回答はすべて匿名化した。

回答者の属性については、33名の回答者全員が開発協力・人道支援の従事者である。

NGO（12団体）の職員が25名（76%）、中間支援組織（全てジャパン・プラットフォーム）

の職員が5名（15%）、開発コンサルタントが2名（6%）、国連職員が1名（3％）であった。

回答者33名のうち、緊急時の教育事業（国内外問わず）に現在従事している人は11名

（33％）で、従事していない人は22名（67％）だった。緊急時の教育事業に従事している

と回答した11名のうち、事務所長・プロジェクトマネジャーレベルが5名（45％）、コーディ

ネーターレベルが5名（45％）、アシスタント・コーディネーターレベルが1名（9％）であっ

た。

4. 調査結果

本節では、質問項目ごとにアンケート調査結果を示す。
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質問１　本研修終了時に各参加者が作成した「事業あるいは組織あるいは自分に対

して研修後、INEEミニマムスタンダードを活かすために行う行動計画」（自分が関与

できないレベルについては記入不要）を協力依頼状メールに個別に添えて送付し、

「あなたの行動計画は、どの程度実現できましたか。事業、組織、自分についてそれ

ぞれご記入ください」という質問で、各レベルの促進要因と阻害要因を聞いた。

結果を図２に示す。「行動計画に含まれていない」を除いた回答数に占める、「ある程度

実現した」と「ほぼすべて実現した」の合計値の割合は、事業レベルが24％、組織レベル

が30％、個人レベルが23％で、３つのレベルの平均値は26％、つまり4人に1人が研修終

了時に自ら設定した計画を実現したと回答した。

計画実現の促進要因として、「研修内容が担当業務に活かせる内容であったこと」、「所

属団体の教育事業実施方針とINEEミニマムスタンダードが合致していること」等があげ

られた。逆に阻害要因として、「研修内容が担当業務との関連が少ないこと」、「所属団体

の他の職員とINEEミニマムスタンダードの考え方を共有することが難しいこと」、「多忙

であったこと」、「所属団体が緊急時の教育事業を実施していないこと」等があげられた。

この結果は、「研修参加者のINEEミニマムスタンダードの活用のレベルには、団体のINEE

ミニマムスタンダードに関する方針と研修参加者の担当業務が影響を与える」という知見

を示している。教育や保護と関係のない事業を実施している組織の場合、INEE MSを活用

しにくいのは、当然のことであるが、それでもＭＳを参照している組織があるという点は

意味があると言える。

質問2　INEEミニマムスタンダード研修を受けたことで、ご自身に良い変化があり

ましたか。ある場合、どのような良い変化がありましたか。

良い変化があったと回答した人は、27名（82％）だった。良い変化の内容は以下の3点

に整理できる。１つ目は、人道支援従事者としての意識面の改善で、10名（30％）があげた。

「モチベーションが向上した」、「自信がついた」、「準拠すべき基準を知っているという安

心感がえられた」、「緊急時にも焦らずに（INEEミニマムスタンダードの中から）参照すべ

きことを参照して冷静に事業形成に繋げられると感じられるようになった」等の回答が

あった。この結果は、この分野の基準を理解し、把握しているという感覚は、業務遂行に

おける安心感や自信を与えることを示している。

２つ目は人道支援における教育の重要性についての理解で、6名（18％）があげた。「緊

急下における教育が重要であるという確信がもてた」、「教育事業に対する視点がより具体

的になった」、「配り物の緊急支援に疑問を感じていたので、中長期に入る時は教育分野で

ニーズを探していこうという自信がついた」等の回答があった。人道支援における教育は、

水・衛生や食料、シェルター、保健・医療と比べて、人道支援に関わる組織の間でいまだ

に主流化しているとは言えないことから、本研修は人道支援における教育の主流化を促進

するためにおいても意義があることをこの結果は示している。

３つ目は人道支援事業の運営スキルの改善で、9名（27％）があげた。「事業のあるべき

姿を理解した上での事業運営が可能になった」、「事業現場に対してより積極的に提言や助

言ができるようになった」、「スタンダードを意識して業務に取り組めるようになった」、

「INEEを意識した事業設計ができるようになった」、「事業の形成、運営、評価の考え方の

枠のようなものを身に着けることができた。おかげで判断や選択に根拠のある説明をする

ことが可能になった」、「Contextualized INEE MSがあると知ることができたため、より担

当国に沿った事業を実施できるようになった」、「ミニマムスタンダードの項目をより意識

して申請書を作成するようになった」等の回答があった。事業立案における指標の設定に

おいてINEE Minimum Standards Indicator Frameworkを参照したという回答もあり、

INEEミニマムスタンダードハンドブックには含まれていない最低基準の指標枠組みにつ

いて研修で扱うことの有効性を示している。「基準について具体的に理解し、知らない内

容についてどこを調べたらよいかわかるようになった」との回答は、実質計12時間の研修
図 2：各研修参加者が立案した行動計画の実施状況 （n=33）
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参加の機会を増やし、とくに参加型終了時事業レビューの結果を報告書にして提出するよ

う求めたりした」、「現場のニーズに対するカウンターパートからのリクエストを検討しレ

スポンスをする際に、INEEミニマムスタンダードを参照して対応することができた」とい

う回答があった。

２つ目は、教員や学校の能力強化における活用である。たとえば、「（災害被災地の）学

校教員向け防災研修を開発する際のニーズ調査でINEEについてどれくらいの教員が知っ

ているかを聞いた。3,000校に及ぶ回答の中で、INEEについて知っていると回答した学校

は3分の1以下であったため、研修内でINEEについて少し触れた。また、INEEの研修参加

後、現地職員向けに学んだ内容を共有、また災害が発生後の緊急支援事業実施時にチェッ

クしなければならないスタンダードを一緒に確認した」という回答があった。

３つ目は、事業計画書・申請書の作成時あるいは審査時のチェック項目としての活用で

ある。たとえば「事業申請書にミニマムスタンダードに該当する項目を明記し、それに沿っ

て活動時できているか確認している」、「教育分野の申請事業に関わる場合、INEEスタン

ダードを審査へのプロセスの中で活用している」という回答があった。

４つ目は、啓発活動における活用である。支援事業担当ではなく、啓発事業の担当者か

らは「一般向けの啓発事業において、INEE-MSやその要素を紹介したりしている」、「支援

事業担当者と共通の言語ができた」といった回答があった。啓発における活用は、倒壊し

た校舎の建設などのハード要素への支援に偏りがちな市民の意識や考えに対しを、教員の

能力強化や教材の開発普及といったソフト要素に対する支援ニーズについての理解を広げ

るために有効である。なぜならINEEミニマムスタンダードは、学習環境（施設）、教授と

学習（カリキュラムと教材）、教員と教育関係者、教育政策の４つの領域で構成され、これ

ら４つの分野に対する支援の必要性を主張しているからである。

質問４　ご所属の団体は、緊急時の教育事業にINEEミニマムスタンダードを活用し

ていると思われますか。

表2に結果を示す。「積極的に活用」と「ある程度活用」の合計が15名（45％）だった。

本研修を受けたスタッフが「わからない」と回答しているということは、「全く活用して

いない」に近いと考えられるので、「あまり活用していない」、「全く活用していない」と

で250頁ものハンドブックの内容をすべて理解するのは不可能なので、研修において参加

者が、緊急時の教育支援運営に関して、①これまでに知らなかった重要な事項は何かを知

ること（無知の知）と、②知らないことがハンドブックのどこに書いてあるかを知ってお

くこと（学び方を学ぶ）の重要性を示している。

質問３　あなたは、INEEミニマムスタンダードをどの程度活用されていますか。「活

用している」とは「事業がINEEミニマムスタンダードを満たしている」という意味

ではなく、事業の質の改善のためにINEEミニマムスタンダードを活かしているとい

う意味です。研修前と後についてお答えください。研修後に「ある程度活用」、「大

いに活用」と回答された場合、どのようにINEEミニマムスタンダードを活かしてい

ますか。

図３に結果を示す。研修前は「全く活用してない」と「ほとんど活用していない」の合

計が31人（94％）を占めていたのに対して、研修後は22名（67％）に減少し、他方で「あ

る程度活用している」と「大いに活用している」の合計は研修前の２名（6％）から研修後

の１１名（33％）に増加した。これは研修の効果があったことを示している。

図 3：INEE ミニマムスタンダードの活用状況 （n=33）

「ある程度活用」あるいは「大いに活用」と回答した人の活用方法は、４点に整理される。

一つ目が緊急時の教育事業の運営（立案、実施、モニタリング、評価）における活用である。

たとえば、「現場のプロジェクトチームに対して、複数年実施プロジェクトであっても、

改めて難民の教育ニーズをアセスメントするよう助言したり、モニタリング評価への住民
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合算し、18名（56％）であった。これは半数近くの団体にしかINEEミニマムスタンダー

ドは活用されておらず、改善の余地が大きいことを示している。

　　　　　 表2：所属団体のINEEミニマムスタンダードの活用状況（n=33）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体数

　　　　　　　　　積極的に活用している　　　　　　　　　　　　4

　　　　　　　　　ある程度活用している　                                     11

　　　　　　　　　あまり活用していない                                           9

　　　　　　　　　全く活用していない                                               2

　　　　　　　　　わからない                                                             7

　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  33

質問5　この研修の参加者が、INEEミニマムスタンダードをもっと活用できるよう

になるためにはどうすれば良いでしょうか。

回答は3点に整理できる。1つ目は良き実践の共有である。たとえば、「実際に緊急下

における教育事業を実施している人が、どういった場面でどのようにINEEミニマムスタ

ンダードを活用したことがあるかの経験や体験を共有するともう少し使い方や参照の仕方

のイメージがつくかもしれない」、「研修に参加した同じメンバーが集う場を設け、好事例

をシェアする」等の回答があった。INEEはMeet-upsというINEEミニマムスタンダード研

修の参加者が同時期に各国で、経験を交流する機会を開くことを呼びかけている
3

。日本

では過去に2回開かれた。

2つ目は、ドナー機関がINEEミニマムスタンダードに準拠する方策を申請書および報

告書の記載要件とすることである。これは、INEEミニマムスタンダードのそもそもの目

的である支援事業の質とアカウンタビリティの確保に貢献する。上述したINEE Minimum 

Standards Indicator Frameworkを参考にして、各スタンダードの準拠方策の指標を明記す

ることも有効であろう。

3　INEE が開催を呼びかけている Meet-ups については、INEE のホームページ　https://inee.org/inee-
meet-ups　を参照。（2025 年 8 月 14 日閲覧）

3つ目は団体内での普及・浸透である。たとえば、「この研修がもっと広まるといいな

と思います！他団体の方と研修を受けるのもよかったですが、同じ団体内のスタッフで受

けられたら、組織として活用するとか、事業形成に生かしていくとかに、より直結しやす

いです」、「スタンダードについて団体内で共有する時間を確保する」、「団体内で共有して、

確認しあいができるようにする」等の回答があった。本研修の参加者が所属団体内、特に

現地職員に対する短期間の研修を行うことが奨励されているものの、教育協力NGOネッ

トワークが個々の団体を対象にしたINEEミニマムスタンダード研修を過去に実施された

例はない。

5. 研修効果を高める要因の分析

2節で述べた通り、本研究では、小園・大内（2016）を本研修の目的、対象、内容に合

わせて修正し、「研修マッチング、実践レディネス、実践意思、職場環境という４つの要因

が研修効果を高める要因である」という仮説を設定した。４つの要因とその定義、この分

析において代理変数として採用した質問項目を表3に示す。

表3：仮説で採用した研修効果を高める要因と定義、代理変数

　出所：小園・大内（2016）を参考に筆者作成

研修効果を高める要因 定義 本調査における代理変数

研修マッチング

研修が参加者の業務上の課題

をよりうまく解決することに

つながる内容であること

研修を受けたことで、ご自身に良い変化があ

りましたか。（有=1、無=0）

実践レディネス
研修で学んだことを職場で実

践する準備が整っていること

あなたは緊急時の教育事業に現在あるいは研

修後に従事されていますか。（はい＝１、い

いえ＝０）

実践意思

数多くの障害にも負けず、研

修で学んだことを職場で実践

するための時間や機会を作ろ

うという意志

あなたの行動計画は、どの程度実現できまし

たか。（ほぼすべて実現した＝3、ある程度実
現した＝2、少し実現した＝1、全く実現して
いない＝0）

職場環境
研修内容の実践を職場が支持

、支援していること

ご所属の団体は、緊急時の教育事業にINEEミ
ニマムスタンダードを活用していると思われ

ますか。（積極的に活用している=3、ある程
度活用している=2、あまり活用していない=1
、全く活用していない、わからない=0)
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この仮説を以下の方法で検証した。研修効果の代理変数として「あなたは、INEEミニマ

ムスタンダードをどの程度活用されていますか」という質問３の回答（大いに活用してい

る=3, ある程度活用している=2, ほとんど活用していない=1, 全く活用していない=0）を

用いた。研修効果に影響を与える４要因をそれぞれの平均値で高低２群にわけて独立変数

とし、「研修効果」を従属変数に設定してt検定を行った。

推定結果を表4に示す。研修マッチング（研修は参加者に良い変化を与えた）、実践レ

ディネス（参加者は研修の成果を活かすことができる立場にある）、実践意思（参加者は行

動計画を実施した）は、低群と高群の間で平均値に統計的有意な差があったことから、こ

れらの要因は研修効果に正の影響を与えると言える。一方、職場環境（所属団体はINEEミ

ニマムスタンダードを活用している）は、有意な差がなかったことから研修効果に影響を

与えるとは言えない。言い換えると、参加者によるINEEミニマムスタンダードの活用は、

団体によるINEEミニマムスタンダードの活用に左右されないということである。この結

果は、アンケート調査の質問１の結果から得られた「研修参加者のINEEミニマムスタン

ダードの活用のレベルには、INEEミニマムスタンダードに関する団体の方針が影響を与

える」という知見と矛盾している。理由としてサンプルサイズが小さいことが考えられる

が、明確な理由は今回の調査では明らかにできなかった。今後の課題としたい。図１に以

上の推定結果を反映させたのが図4である。

表４：研修効果を高めると考えられる4要因の高群と低群における研修効果平均値の比較

図4：研修効果を高める要因についての検証結果

6. 調査結果と示唆

本調査の結果は5点に整理できる。第1に、3分の1の参加者はINEEミニマムスタンダー

ドを活用している。INEEミニマムスタンダードの活用方法は、①緊急時の教育事業の運

営（立案、実施、モニタリング、評価）のため、②教員や学校の能力強化のため、③事業計

画書・申請書の作成あるいは審査におけるチェック項目として、④市民への啓発活動のた

め、の4点である。第2に、8割強の参加者は本研修による良いインパクトを受けた。良い

インパクトとは、①人道支援従事者としての意識面の改善、②人道支援における教育の重

要性についての理解、③人道支援事業の運営スキルの改善の3点である。第３に、4分の

１の参加者は研修終了時に立案した行動計画を実施した。第４に、INEEミニマムスタン

ダードは参加者の45％の所属団体で活用されている。第５に、研修効果に正の影響を与

える要因として、研修マッチング（研修は参加者に良い変化を与えている）、実践レディネ

ス（参加者は研修の成果を活かすことができる立場にある）、実践意思（参加者は行動計画

を実施する意思を持つ）の３点を確認することができた。

これらの結論から本研修を改善するための示唆として以下の3点が導出できる。１つ目

は、フォローアップ研修として良き実践の共有である。2つ目は、ドナー機関はINEEミニ

t値
平均値 観測数 平均値 観測数

研修マッチング 1 6 1.48 27 1.812 *
実践レディネス 1.2 20 1.69 13 2.437 **
実践意思 1.26 23 1.7 10 1.989 *
職場環境 1.29 17 1.5 16 0.969
*p<.05  **p<.01

低群 高群
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マムスタンダードへの準拠を申請書の記載要件とすることである。3つ目は、個人向けの

研修の継続に加えて団体向けの研修を行うことである。

今後の研究課題として2点あげる。第１に研修の効果の要因についての分析をより精密

かつ頑強にするために、サンプルサイズを大きくすること、また質問項目を増やすことが

必要である。第２に本調査では研修から1か月後の参加者も対象にしたが、事業や業務に

おけるINEEミニマムスタンダードの活用という研修の効果が発現するまでには一定の時

間が必要であることからこの点を考慮する必要がある。
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要旨

「人道憲章と人道支援に関する最低基準（以下、スフィア基準）」は、災害や紛争の影響

を受けた人びとが尊厳ある生活を送れるよう、人道支援における最低基準を示した国際的

な指針である。管理団体であるSphere Associationは、世界中で基準が正しく理解・活用

されるよう、スフィアフォーカルポイント制度やトレーナーの養成、教材の整備をしている。

　日本では「支援の質とアカウンタビリティ向上ネットワーク（以下、JQAN）」が、

フォーカルポイントとして日本のトレーナーと協力し、日本の支援者が効果的に学べる研

修内容を整備し提供している。理念や原則を自分の言葉で説明する演習や、ハンドブック

を使ったシナリオワークなどの工夫は高評価を得ている。課題は、研修後の実務への活用

の促進と、普及に不可欠なトレーナーの確保・育成となる。

1．はじめに

2024年11月石破茂内閣総理大臣（当時）は、その所信表明演説で重要政策課題とした

「治安・防災」の中で、これからの日本の防災対応において満たすべき基準として「スフィ

ア基準」に言及した。同方針に基づき日本政府の防災政策を担当する内閣府防災担当が改

訂した「避難所運営等避難生活支援のためのガイドライン（チェックリスト） 平成２８年

４月 （令和６年１２月改定）」には、「今後の我が国の「避難所の質の向上」を考えるとき

の指標となる国際基準」として同基準が明記されている。本稿では四半世紀前から世界各

地の災害や紛争時の支援において参照されている「スフィア基準」とその普及状況を紹介

した後、それらを日本のフォーカルポイントである「支援の質とアカウンタビリティ向上

ネットワーク(以下、JQAN)」が日本の国内事情に応じて内容を工夫して実施してきたス

フィア研修の効果を検証し、今後の改善点について考察する。

01 特集　「緊急人道支援の人材育成：現状と今後の展望」

効果的な人道基準研修のアプローチ -JQAN 主催スフィア研修の経験から

支援の質とアカウンタビリティ向上ネットワーク (JQAN) 事務局　松尾沢子
スフィア基準は、災害や紛争の被災者が尊厳ある生活を営むための人道支援活動におい

て支援者が最低限達成すべき状態を定性的に定義した基準であり、世界中の人道支援・災

害支援関係者に参照されている。基準策定はルワンダ虐殺時の支援の失敗からの反省の一

環として1997年に時限付きのプロジェクト「Sphere Project（スフィアプロジェクト）」と

して始まった。「Sphere」は球体、転じて地球を想起させる単語である。プロジェクトメ

ンバーが、プロジェクトで策定する基準が「どの言語にも翻訳できる支援における共通言

語となり、全世界的に取り組まれること」を願って命名された。

スフィア基準は以下の2つの基本理念に基づいている。

•	災害や紛争の影響を受けた人々には、尊厳ある生活を営む権利があり、従って、支

援を受ける権利がある。

•	災害や紛争による苦痛を軽減するために、実行可能なあらゆる手段が尽くされなく

てはならない。

同プロジェクトはこれらの理念を具現化するための基盤となる理念・原則とともに、支

援分野ごとの最低基準の策定とその実現に向けた基本行動、指標、ガイダンスノート（事

例などの参考情報）を実際の支援活動での経験や専門分野ごとの研究結果も参照しながら

まとめた。「スフィアハンドブック」はそれらが一冊にまとまった実用書となり、その構

成は図１の通りである。また最低基準に関する構成は表１の通り統一化されている。

同プロジェクトは基準・ハンドブックを3回改訂した後、2018年の第４版の発行に合

わせ解散し、スフィア基準・ハンドブックの管理と普及を恒常的に担う非営利団体「Sphere 

Association（以降、「スフィア」）」が新たに発足し、引き続き普及活動を担っている。

２．　「人道憲章と人道支援に関する最低基準（スフィア基準）」と

「スフィアハンドブック」とは
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図１．「スフィアハンドブック 人道憲章と人道支援に関する最低基準」の構成

表１．最低基準の構成

3．スフィアによる普及活動

スフィアは次の3点の特徴的な取り組みを通じ、世界中の災害の被災地や紛争地におい

て「危機などの影響を受けた人びとの尊厳と権利を守るために欠かせない質が高く説明責

任を果たした支援」の実現がされるよう取り組んでいる。

（１）スフィアフォーカルポイント制度：

スフィアフォーカルポイント（Sphere Focal Point）制度とはスフィア基準に賛同し、そ

の普及に取り組む責務を担う団体をスフィアが認定し、共に普及活動を行う仕組みである。

スフィアは、認定されたフォーカルポイントのみが利用できるプラットフォーム「Sphere 

Forum」を設け、このフォーラムでは情報提供や、メンバーによる基準普及に関する取り

組みの紹介、質問、協力者の募集などが日常的に行われている。さらに、スフィアの公式ホー出典：同ハンドブック、2ページ

構成要素 内容

例（⼀部省略）
給⽔、衛⽣および衛⽣促進(WASH)
し尿管理基準3.2
トイレへのアクセスと使⽤

最低基準
どの危機的状況下でも達成さ
れるべき基準（質的、定性
的、包括的）

⼈びとは⼗分な数の、適切かつ受け⼊れられるトイ
レを安⼼で安全にいつでもすぐに使⽤することがで
きる。

基本⾏動
最低基準を達成するための実
践的過程

・技術的に最も適したトイレの選択肢を決定す
る。
・公衆衛⽣上のリスク、⽂化的な慣習や⽔の調達
と保管⽅法に基づき、影響を受けた⼈びとが必要な
トイレの数を定める。

基本指標
最低基準が達成されているか
を⽰す⽬安（量的）

• 共⽤トイレの割合
＊20⼈につき、最低1つ
• 住居と共⽤トイレの距離
＊最⼤50メートル
• 内側から施錠でき、適切な照明がついているトイ
レの割合
• ⼥性や少⼥によって安全だと報告されたトイレの
割合
• ⼥性や少⼥が定期的に使⽤するトイレのうち、⽉
経衛⽣管理の選択肢に満⾜している割合

ガイダンスノート 基本的⾏動を⽀える追加情報 設置するトイレの個数に関する男⼥⽐1:3
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ムページには、スフィアフォーカルポイントの一覧や各国の活動予定を掲載するページが

設けられている。

この制度は2003年に三カ国（ブラジル、コンゴ民主共和国、インド）で試みられて以来、

有効な仕組みとして継続されている。中でもインドではSphere Indiaという人道支援にと

どまらない幅広い分野での支援の質とアカウンタビリティを推進するネットワークに発展

し存続していることは好事例となっている。「スフィアフォーカルポイント」という名称

は2005年にパキスタンに本部を置く国際NGOであるCommunity     World Service Asia

（以降、CWSA）とスフィアが協力して南アジア地域における支援へのスフィア基準の導入

に取り組んだ際に初めて使用された。その後世界各地に広がり、現在では日本を含む75

のスフィアフォーカルポイントが存在する。その大半は当該国・地域における既存の人道

支援や災害支援に取り組む団体・ネットワーク団体である。中にはスフィア基準の重要性

に鑑み当該国での同基準の推進を目的に新たに団体を作ったバングラデシュやベネズエラ

のような例もある。

（２）標準化された研修内容：

スフィアは世界中の支援者によって使用される際に、正しい理解に基づく参照がされる

ように研修活動に力を置いている。標準化された研修モジュール、セッションプラン、ス

ライド、演習素材類を整備し「Training Pack」としてまとめ、実際に研修を行うトレーナー

向けに公開している。また、新型コロナや紛争など従来の対面型研修を阻害する要因が増

えた近年は、オンライン教材（動画、セミナー）の整備も進めている。最も重要かつ欠か

せない教材である「スフィアハンドブック」については多言語化に加え、提供媒体として

印刷物に加えインターネット上で無料でダウンロードできるPDF文書やアプリ形式を追加

し、トレーナーや支援者が常時参照できるように整備している。

標準化された研修教材の中でスフィアが最も重視するコンテンツは、スフィアの2つの

理念を実践に導く際に不可欠な原則・基本的な事項（人道原則、人道憲章と権利保護の原則、

人道支援の必須基準）となる。トレーナー向けの指導提案書においても当該事項について

は研修やセミナーの所要時間・日数の長短に関わらず必ず伝えるよう強調されている。他

方、ハンドブック内にある技術章（テクニカル・チャプター）、すなわち支援分野ごとの最

低基準とその実現に向けた基本行動や指標などについては、研修やセミナーの企画意図や

対象者の属性・ニーズ、研修の所要時間数・日数に応じて取捨選択して説明して良いとし

ている。

その上でスフィア基準・スフィアハンドブックを実際に使う際に、支援者は質的な最低

基準の「文脈化」、すなわち個々の支援活動において影響を受けた人びと・地域の支援ニー

ズや被災状況を理解した上で、彼らの尊厳のある生活、権利が保護される支援のあり方を

検討することが重要としている。そのために計画時や支援段階が変わる際に影響を受けた

人びと・地域について広範囲でデータを集めること、特に脆弱な立場にいる被災者の存在・

ニーズを十分に把握することを推奨している。ハンドブック本文中に基準の適用に向けた

状況把握と判断に関する図を入れたり付記として事前調査やモニタリング時の設問例を含

め、個々の支援活動の「文脈化」に取り組みやすいよう情報提供している。

（３）トレーナ一制度

スフィアプロジェクト時代からスフィア基準の研修は「スフィアトレーナー」と呼ばれ

る人員が担ってきた。スフィアトレーナーはスフィア基準の理念への賛同と人道原則、理

念、姿勢のあり方に関する知識に加え、学習者に対する有効な指導技能を有する人員とな

り、その養成はスフィアが各国のスフィアフォーカルポイントの協力を得て行なっている。

従来のトレーナーは人道支援や国際協力に関わってきた欧米出身の支援経験者、研究者や

コンサルタントが中心であったが、近年は支援活動が行われる国・地域出身のトレーナー

が増えている。これはスフィアがスフィアフォーカルポイントを欧米以外のアフリカ、中

東、アジア、中南米地域に広げ、同地域の言語への翻訳版の作成とトレーナーの養成を進

めたことによる。

スフィアは養成研修修了後に一定の要件（活動実績等）を満たしたトレーナーを　

「Listed Trainer（登録トレーナー）」として同ホームページ上で公開している。スフィアに

関する研修やセミナーの企画者がトレーナーを候補者の所在地、対応可能な言語、経験な

どから選べるようにするためである。このような登録トレーナー以外にも各国のスフィア

フォーカルポイントが養成したトレーナー人員が存在し、スフィアは彼らを通じた普及も

推奨している。これは登録トレーナーの人数が限られるという理由に加え、支援活動の担
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い手に関する考え方の変化がある。難民支援や災害支援は事態が生じている国・地域以外

から派遣された団体・人員が必ずしも当該国・地域の社会情勢や文化習慣に精通している

とは限らないこと、またパンデミックや紛争のような人の往来自体が困難な事態において

も、影響を受けている人びとの尊厳や権利を尊重する観点から当該国・地域の支援者を拡

充し任せていく傾向がある。一例としてスフィアは2022年ロシアによるウクライナ侵攻

直後から「スフィアハンドブック」のウクライナ語や中欧諸国の言語への翻訳、ウクライ

ナでのトレーナー養成研修を実施している。

日本でのトレーナー養成研修は、これまで英語で3回、日本語で3回実施され、約120

名の修了者がいる。日本で初めてのスフィア基準に関するトレーナー養成研修は、　　

2011年3月に発生した東日本大震災への支援の一環として実施された。被災３県で支援

活動をしていた米国に本部を置く国際NGOであるChurch World Service (以降、CWS)が、

協働する日本国内の支援者と「スフィア基準」という共通言語を持つために海外からト

レーナー陣を招聘し英語で日本人向けに実施したものだった。以降、日本で研修開催を重

ねる中、日本の国内災害支援関係者と同基準の考え方を共有していくためには、国内災害

に関わる支援者の中にトレーナー人員を確保する必要性が実感され、日本人のトレーナー

による日本語での養成研修が実施されるようになった。

4．日本における普及

（１）変遷と体制

日本でのスフィア基準、ハンドブックを用いた研修の開催が始まった時期は定かではな

いが、90年代に相次いで日本で設立された緊急人道支援NGOの一部は90年代末の「スフィ

アハンドブック」の初版発行後、速やかに日本語訳を作成し自らの活動においても活用を

始めた。2000年に緊急人道支援に特化したネットワークであるジャパン・プラットフォー

ム（以下JPF）が設立された際は、同ネットワークへの加盟要件の一つにスフィア基準の理

念、原則、姿勢のベースとなる「災害救援における国際赤十字・赤新月運動および非政府

組織(NGOs)のための行動規範」への署名が義務付けられたことから同ネットワークに加

盟するNGOにとっては身近なものとなった。しかしながら、当時の加盟団体の大半は海

外での人道支援を行うNGOだったため日本国内の災害支援に関わる支援者・団体への同

行動規範やスフィア基準、ハンドブックの周知は進まなかった。

2011年3月の東日本大震災で、海外の支援団体・関係者が日本の支援者や被災地関係

者と組む中で、日本の支援において「被災者が有する尊厳ある生活を営む権利」を踏まえ

達成されるべき基準を定めたスフィア基準・ハンドブックの利用が低いことが指摘された。

日本の支援者の中でも被災者に我慢を強いる日本の避難所の改善、在宅避難や災害関連死

などの新たな課題への対応のヒントを求めてスフィア基準への関心が高まっていった。こ

の関心の高まりを受け、上述の通り2012年以降日本での研修提供に向けた日本人トレー

ナーの養成と同トレーナーによる研修が開始された。

日本のスフィアフォーカルポイントは特定非営利活動法人国際協力NGOセンター (以

下、JANIC)が務めている。JANICは1987年に設立された日本の国際協力NGOのネットワー

ク団体として政策提言、他セクター連携、NGOの能力向上に取り組んできた。この専門性

から東日本大震災以降、JPFと共にCWSをはじめとした国内外の支援者・ドナーによる人

道支援に関する基準の日本国内での普及に向けた研修やトレーナー人員の養成に関わるよ

うになった。その結果、当時のスフィアプロジェクト事務局担当からの要請を受け日本で

のスフィアフォーカルポイントを務めることになった。この役割の一環としてJANICは

2015年に発足したスフィア基準の理解、普及に専門的に取り組む有志によるネットワー

クであるJQANの設立に関わり、同事務局を務めている。他国では必ずしもスフィアフォー

カルポイントを担う団体が研修などの普及活動をセットで実施していないことから、この

同一団体が包括的に国内外の関係者とつながり、普及活動の事務局を務める体制は有益と

言える。

（２）提供している研修内容

JQANでは日本語でのスフィア研修の開催にあたり、スフィアが公開している標準教材

をもとに日本のトレーナーと共に日本の防災や支援関係の用語表現なども踏まえた説明や

情報を加えたスフィア基準に関する標準版のセッションプランとスライドを日本語で作成

している。これをJQANとトレーナーの共同制作物とし、それぞれが主催する研修やセミ

ナーの開催目的や所要時間に応じた内容の取捨選択や演習の種類を変えながら使用してい

る。
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JQANが主催する対面形式で行うスフィア研修（2日間版）については次のとおり研修の

到達目標を立て、その達成に向けた講義、グループワーク等の指導方法を組み合わせて提

供している（表２）。

<到達目標>

•	被災者を中心にした支援の原則であるスフィア基準と「スフィアハンドブック」の

概要を理解する。

•	実際の支援活動の計画や実施での活用イメージを持つことができる。

表２．セッションプランに含まれる要素

＜修了証発行要件＞

JQANではスフィア基準に関し、質的・定性的な基準の内容ではなく、最低基準が達成

されているかを示す目安である基本指標が、スフィア基準だと誤って理解されている状況

を改善する観点から、スフィアからの普及時の指示を踏まえスフィア研修に関する修了証

発行要件を定めている。

到達目標 研修要素

1人道支援やスフィア基準の歴史的背景

2スフィアハンドブックの概要

3人道憲章・権利保護の原則

4人道支援の必須基準(CHS)

5各技術章の最低基準構成の概要

6実践イメージ形成のためのグループワー

ク（QA市の避難所シナリオ）

7実践イメージ形成のためのグループワー

ク（寸劇）

8アクションプラン

III その他 ネットワーキング 9交流会（任意参加）

I 被災者を中心にした支援の原則

であるスフィア基準と「スフィア

ハンドブック」の概要の理解

II 実際の支援活動の計画や実施

での活用イメージ形成

•	トレーナー養成研修修了したトレーナーが講師であること

•	当該研修・セミナーにJQAN所定セッションプランに沿ったQ&A概論、CHS概要、

スフィアハンドブック概要が組み込まれていること

　トレーナーは自ら行うスフィア研修に対し修了証の発行を希望する際は、事前に事務

局に対し使用するセッションプランを送り確認を受ける必要がある。同事務局は要件を満

たしていることが確認ができた場合は個別に修了証フォーマットを提供している。

＜開催状況＞

2012年以降、JQANの前身のQ&Aワーキンググループ当時から年2-4回程度のペース

でスフィア研修を主催してきた。これらの研修への参加者は累計1,000名以上を数えてい

る。加えて、トレーナーや自治体、大学などによる企画も不定期に開催されている。現在

までの参加者は主にNGO/NPOなどの支援者、医療従事者、行政関係者、社会福祉協議会、

各種専門職となる。近年の日本の防災政策の中でのスフィア基準への関心の高まりから防

災活動に関わる幅広い層からの照会が増えている。

５． 研修の効果　

JQAN主催の対面スフィア研修の成果について参加者のアンケート回答をもとに研修の

効果について考察する。アンケートは研修修了証発行の要件として全参加者に記名式、オ

ンライン形式で回答を求めているもので研修内容、講師の指導、運営事務全般に関する28

問となる。今回用いる回答は2024年度対面スフィア研修3回分の参加者62名分となる。

（１）研修受講前の参加者のスフィア基準・ハンドブックの使用状況

本研修では参加者の申込時点でスフィア基準・ハンドブックの使用状況を確認してい

る。参加者の8割以上はスフィア基準・ハンドブックの存在は知っていたが日常的に使っ

た経験がなかった（表３）。実務での利用状況に関する選択肢2-5については全て1割以下

となっており、日常の実務での定着が進んでいない状況だった。
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表３．申込フォーム設問「私とスフィアスタンダード、ハンドブック」（複数選択可）

（２）JQAN主催対面スフィア研修（2日間版）の工夫

研修の到達目標の達成に向け、JQAN主催研修ではトレーナー陣と共にスフィア提供の

標準教材の研究や日本での複数年にわたる研修の開催経験から編み出した内容で提供して

いる（表４）。

表４．JQAN主催対面スフィア研修（2日間版）の工夫

選択肢 回答数

1.スフィア基準、ハンドブックがあることは知っているが、

日常的に活用していない
51

2.案件形成時に定量的な指標を参照している 11

3.所属団体や担当案件で日常的に使っている 10

4.支援地でパートナー団体を探す際には彼らのスフィアへの

理解度合いを把握するようにしている
4

5.スフィア基準は定性的で実際の現場での活用イメージがわ

かない
5

アプローチ 研修方法 理由

・募集要項と当日の説明で進行方法を明

示

・参加者が使える質問方法を複数用意

（質疑応答時間の設定、掲示物、匿名で

の投稿フォームなど）

・トレーナー間で進行時の推奨姿勢を共

有（スフィア基準・ハンドブックに関す

る知識に関する講義部分と参加者の理解

度や経験に応じた伝え方や時間配分の調

整など）

・他者に伝えるための言い換え練習

・ペアやグループでの議論

・トレーナー自身の支援経験の共有を用

いた説明

・ハンドブックの構成と内容を実際に

ページをめくりながら解説。

・架空の避難所シナリオを使った演習。

改善すべき問題の発見と解決策の検討を

ハンドブックを使いながら行う。

実務で直面する課題に基準をどう

適用して改善できるかを考えるた

め。

安心して発言・質問

できる環境づくり

日本では研修時に他の参加者の前

で発言したり、質問することを控

える参加者が多いため、限られた

研修時間を有効に使う工夫が必要

なため

理念・原則など抽象

度の高い内容の理解

国際基準について支援者自身の態

度・業務姿勢を身につけるために

役立つ方策を提供するため。

スフィア基準・ハン

ドブックの使い方習

得

スフィア基準は定量的な基準だと

誤解されがちである中、定性的な

基準であることを理解させるた

め。

総合的な理解の促進 ・寸劇による問題解決演習

（３）終了時アンケートの分析

研修の到達目標の達成状況について、目標ごとの研修要素と終了時アンケート内の受講

を通じて「身についた・良かったと感じたプログラム」に関する回答との関連を考えた。

アクションプランと交流会以外は７割以上が肯定的に回答しており、現在の研修内容は概

ね到達目標の達成に貢献していると考える（表５）。

表５．終了時アンケート設問「身についた・良かったと感じたプログラムを教えてくださ

い」（複数選択可）

到達目標Iに紐づく理念、原則、姿勢のあり方については、平易な表現での言い換えや

実際に400ページを超えるハンドブックをめくりながらの進行が役立ったとの意見があっ

た。アンケート回答中、参加者の最も高い評価を得たのは到達目標IIに向けて実施した「実

践イメージ形成のためのグループワーク（QA市の避難所シナリオ）」だった。参加者の自

由記述からは、このグループワークを通じて実際の災害支援で直面する状況でスフィア基

準、ハンドブックを参照する疑似体験ができた点が好評だったことが伺えた（表６）。こ

のように研修期間中、参加者が講義を聞くだけでなく、実際にハンドブックをまんべんな

くめくる演習を含める工夫を随所に入れることで、業務における使い方を提示できたとい

える。また、支援活動における他の支援者・団体との連携という日頃意識していなかった

選択肢 回答数

実践イメージ形成のためのグループワーク（QA市の避難所シナリオ） 56

人道支援の必須基準（CHS） 53

実践イメージ形成のためのグループワーク（寸劇） 51

人道憲章・権利保護の原則 49

人道支援やスフィア基準の歴史的背景 48

各技術章の最低基準構成の概要 47

スフィアハンドブックの概要 45

交流会 21

アクションプラン 21

個別の交流 1
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新たな視点を得られたとの意見もあり、支援の姿勢を伝える到達目標I（支援の姿勢理解）

にも貢献していることも分かった。

表６．参加者コメント抜粋

６．結論と今後の課題

（１）研修内容のあり方

JQAN主催スフィア研修は、スフィア基準の理念・原則・姿勢の理解と支援活動の計画・

実施における活用イメージ形成に一定の成果を上げていることがわかった。今後も、スフィ

アフォーカルポイントとして得られる最新情報や、日本の防災政策におけるスフィアへの

注目動向を踏まえ、定期的に同内容を見直し・更新しながら提供を進めたい。特にスフィ

アハンドブックの改訂に向けた動きが既にスフィアによって検討されていることから、そ

の改訂スケジュール、改訂内容をタイムリーに把握し、参加していくことでJQANが行う

普及活動の充実につなげていきたい。

到達目標II「支援活動の計画や実施時の活用イメージ形成」については更なる工夫を要

する。現在は研修内容に参加者が今後の自身の業務に活用する方策を考える機会として

「アクションプラン策定」を含めているものの、研修後のフォローアップとして参加者の

取り組み状況の把握や相談対応は徹底できていない。また、終了時アンケートからは参加

者が参加者の各人の業務での実践に資する機会への要望が高いことが伺えた（表７）。現

在までに確立した研修内容と提供体制をベースとしながら、今後はより支援活動に役立つ

情報や機会の提供に取り組みたい。

表７．終了時アンケート設問「関心のあるものを教えてください。」（複数選択可）

（２）トレーナー確保・育成の現状と課題

現在、日本語でスフィア基準やハンドブックを指導できるトレーナーは約20名である。

選択肢 回答数

1. 研修受講者のみが参加できる経験共有会 33

2. スフィアハンドブック内の人道憲章・権利保護の原則・CHSに特化した研修 32

3. スフィアハンドブック内の個別の技術章に特化した研修 43

4. 支援の質とアカウンタビリティに関するトレーナーとの相談会 27

到達目標 研修要素 コメント抜粋

1 人道支援やスフィア基

準の歴史的背景

・学んだことを自分の言葉や表現方法で示す演習

や、小学生にはどのように説明したら伝わるかと

考えることで、さらに理解が深まりました。

2 スフィアハンドブック

の概要

・ハンドブックを読ませる工夫がなされているな

と感じました。何より、ワークの課題がスフィア

の理解を深めるのに大変役立った。

3 人道憲章・権利保護の

原則

・各プログラムの説明やワークは端的でとても分

かりやすかったです。身に付けられるように今後

も辞書をひくようにハンドブックを利用し続けた

いと思います。

4 人道支援の必須基準

(CHS)

5 各技術章の最低基準構

成の概要

6 実践イメージ形成のた

めのグループワーク（QA

市の避難所シナリオ）

・QA市シナリオをやったところで、全体的に基準

や権利保護の原則などについての絵がクリアに見

えるようになってきたと感じました。

7 実践イメージ形成のた

めのグループワーク（寸

劇）

 ・読んで聞いて学ぶだけでなく、事例を通しハン

ドブックに書かれていることのどの部分に当たる

かを考えるワーク（実践演習）があったことで、

より落とし込んで国際基準が求めていることが何

なのかを考える姿勢が身につけられた。

8 アクションプラン

・グループやペアでのディスカッションや、寸劇

など、受講者が主体的に参加できるようなプログ

ラムが多くよかった。

III その他 ネット

ワーキング
9 交流会（任意参加）

・ネットワーキングについて全く想定していな

かったのですが、実際の支援の現場では支援団体

同士も連携する必要があるし、さまざまな組織と

の連携が重要でコミュニケーション力が問われる

現場であるため、研修のグループワークや交流会

でネットワーキングをする大事さを実感しまし

た。

I 被災者を中心にし

た支援の原則である

スフィア基準と「ス

フィアハンドブッ

ク」の概要の理解

II 実際の支援活動の

計画や実施での活用

イメージ形成
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彼らはNGOやNPOの職員、教員、医療従事者、開発コンサルタントとして本業を持ちなが

ら活動しているため、「スフィアトレーナー」として活動できる時間が限られる。また、

日本でのトレーナー養成研修は本業を持つ人員が参加しやすいように開催日数を短くして

いるため、スフィア主催で開催される養成研修では必ず含まれる「成人教育や指導スキル

向上」の要素を省略している。そのため、教育を専門としない修了者が実際に講師として

活動することに躊躇する傾向がある。その結果、養成研修の修了者が研修講師として活動

するサイクルを回すことが困難な状況がある。

この状況に対しJQANでは14名が参加した2023年度の養成研修から改善策を試みてい

る。養成研修修了者に対する講師の個別メンタリングを行ったり、2024年度のJQAN活

動の中で翻訳監修や事例紹介の機会など研修講師以外の休暇取得を伴わない活動機会を設

け、養成研修修了者優先で従事者を募った。その結果半数以上となる8名が普及活動に参

加した（表８）。試行を重ねながら次回の養成研修企画時に活かしていきたい。

表８．2023年度トレーナー養成研修修了者の2024年度JQAN活動への参加状況

また日本の防災対応において満たすべき基準として「スフィア基準」がなった今、「ス

フィアトレーナー」が日本の支援者による支援の質の向上に貢献する存在として認知され

る状態をつくる必要がある。EU諸国や英国など、政府機関がNGOに対して支援プロジェ

クト申請時に国際基準への準拠を必須要件としている国々では、基準に関する研修やセミ

ナーでのトレーナー業務、調査研究に関わるコンサルタント業務、基準の認証を行う監査

業務など、「スフィアトレーナー」としての専門性を活かし、生計を立てている人材が多

く存在する。その結果、スフィア基準に関する研修やセミナーの開催が容易で、NGOなど

の支援者・団体が支援の質を高めるために調査研究や認証取得に取り組みやすい環境が

整っている。日本においてもこのような質の高い支援の実現に向けたサイクルを生み出す

ために、官民問わず日本の防災や人道支援の関係者に「スフィアトレーナー」の存在を知

らしめ、その専門性を活用するよう働きかけたい。

（３）体制の整備

2024年秋の日本政府による防災政策におけるスフィア基準への言及以降、JQANで扱

う問い合わせや相談は増加傾向にある。スフィア基準の内容への質問、地方自治体や災害

ボランティアセンターや福祉避難所の運営を担う地域の社会福祉協議会からのスフィア研

修の開催相談に加え、メディア取材や各種教材での引用時の原稿確認など多岐にわたる。

加えて日本のスフィアフォーカルポイントとしての国際潮流の把握や数年以内に生じるス

フィア基準・ハンドブックの改訂に呼応した日本語版の発行・普及体制の検討なども必要

となっている。

これらの要望や事柄に対応するには事務局体制の充実が欠かせない。現在の非常勤2名

体制のままでは主催研修の開催と具体的な相談への対応が優先され、上述した研修提供後

のフォローアップのあり方やトレーナー人員の拡充、改訂プロセスへの準備が後手となる。

日本での関心の高まりを一過性のものにせず、スフィア基準の理念を日本の災害、人道支

援に活かしていくためにも必要な人員と資金確保が不可欠となる。近年の日本での関心の

高まりという好機に際し、日本のトレーナーなどの支援者に加え、四半世紀にわたり災害

や紛争の影響を受けた人びとの尊厳ある生活を営む権利の実現を訴え、世界的な普及を実

現したスフィアとフォーカルポイントの仲間からも助言と協力を得つつ取り組みを続けた

い。

引用文献

Sphere Association（2019）「スフィアハンドブック：人道憲章と人道支援に関する最

低基準」日本語版、第4版、支援の質とアカウンタビリティ向上ネットワーク(JQAN).

Sphere Association.(2024).Sphere Welcome Pack: Resource Guide for Sphere Members, 

Focal Points, Regional Partners, Trainers & other Champions. Sphere Association.

Sphere Association.(2025). Training Resource Page.Sphere Association. https://

spherestandards.org/resources/  閲覧：2025年12月

活動種別 従事人数 内容

翻訳活動 2名 CHS第2版翻訳時の監修委員としての活動

研修講師 5名 スフィア研修あるいはPSEAH研修での副講師としての従事

話題提供 2名 2024年10月JQANミーティングでの事例共有 

協働実施 1名 2024年10月ぼうさいこくたいin熊本でのポスター展示
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要旨

本論文は、災害時における精神保健および心理社会的支援（MHPSS）研修の実践と展開

について論じている。日本では1995年の阪神淡路大震災以降「こころのケア」が広まり、

2013年のDPAT創設により支援体制が大きく変化した。現在はNGO/NPO、学会組織、医

療組織、行政など多様なアクターがMHPSSを担っている。代表的な研修として、WHO版

PFAをはじめとする各種サイコロジカル・ファーストエイド、サイコロジカル・リカバリー・

スキル、セルフヘルププラス、ゲートキーパー研修を紹介している。筆者は2011年から

東日本大震災、熊本地震、能登半島地震などでPFA研修を展開し、医療職から地域住民ま

で幅広い対象に研修機会を提供してきた。近年はAIを活用した研修プログラムの開発に

も取り組んでおり、時間や場所の制約を超えた質の高い学習機会の提供を目指している。

今後は、地域人材の育成とアクター間の連携強化により、持続可能なMHPSS支援体制の

構築が必要であると考察する。

1．日本におけるこころのケア（精神保健および心理社会的支援）

（１）精神保健および心理社会的支援の定義

国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）は精神保健および心理社会的支援を、「心理社会

的ウェルビーイングを守り、促進し、また精神疾患を予防・治療することを目的とするコ

ミュニティ内、そして外部からのあらゆる種類の支援」と定義している（Office of the 

United Nations High Commissioner for Refugees，2024）。また、精神保健および心理社

会的支援（Mental Health and Psychosocial Support: 以下MHPSS）には、多岐に渡る支援

が含まれているが、世界保健機関（WHO）はMHPSSの介入ピラミッドで支援を4つのカテ

01 特集　「緊急人道支援の人材育成：現状と今後の展望」

災害支援の実践から探る MHPSS 研修の展開   - PFA から AI 活用まで -

岡山大学　原田奈穂子

ゴリーに分類している（図1）（World Health Organization, 2025）。ピラミッド最下層は

基本的サービスであり、すべての人の物理的ニーズを満たすための支援と安全確保である。

基本的サービスの上の層は、地域・家族への支援であり、小規模な集団を対象とした地域

レベルの支援である。次の層の非専門的支援とは、訓練や継続的な指導を受けた支援者に

よる、介入を必要とする人々への支援である。最上層の専門的支援は、治療を要する精神

障害への支援である。このようにMHPSSは多岐に渡るため、いつどこで誰がどのように

実施しているかを把握しにくい。そのため、WHOはつなぎマップというツールを用いて、

MHPSSの全体像を把握し、支援の質の管理や効果の把握等に役立てることを推奨してい

る（IASC MHPSSレファレンス・グループ、2012）。

図1：MHPSSの介入ピラミッド

国内では、「こころのケア」という言葉が1995年に急速に広まった。この年に日本は、

1月に阪神淡路大震災、3月に地下鉄サリン事件を経験したため、「こころのケア元年」と

言われることがある。1995年以前にも1991年の雲仙普賢岳噴火や1993年の北海道南西

沖地震の際に、地域の保健師と精神保健専門職らが協働して健康相談や訪問活動を行った

事例は報告されている。阪神淡路大震災を契機にアウトリーチを専門職、行政職、生活支

援員、ボランティアとの協働の元、個人とコミュニティ両方へのアプローチが認識され、

重要視されるようになった。　
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こころのケアという言葉が一般人口にも普及し、災害後のこころの健康に意識が向けら

れるようになった反面、同時にPTSD（心的外傷後ストレス障害）およびトラウマという概

念も普及したため、災害を経験した全ての人がトラウマを抱えたり、PTSDを罹患すると

いう正しくない理解が広まった。MHPSSの直訳は「精神保健および心理社会的支援」であ

り、1995年頃はまだ精神障害に対するスティグマは今よりも強かったことに配慮し、意

図的に「こころのケア」という言葉が用いられたようである。そのような配慮があったに

も関わらず、PTSDやトラウマという言葉のイメージが先行してしまったことは、個人的

に遺憾に思う。また、そのイメージの延長線上で、MHPSSが包含する心理社会的支援に意

識が十分に向けられていないように、筆者の東日本大震災からの実践を振り返ると感じざ

るを得ない。そのため、本稿ではあえてこころのケアではなく、MHPSSを用いる。また、

平時のHMPSSには地域福祉支援のひとつとして高齢者等を対象とした傾聴ボランティア

活動等も含まれるが、本稿では災害時のMHPSSに限局して述べる。

（２）国内のMHPSSアクター

近年のMHPSSの体制は、2013年に災害派遣精神医療チーム（Disaster Psychiatry 

Assistance Team:以下DPAT）が創設されてから劇的に変化したといって良いだろう。従来

の有志で組成されていたこころのケアチームから、平時から組織化、訓練し、大規模災害

時に機動的に派遣できる精神科医療チームを厚生労働省が設置した（厚生労働省、2013）。

同チーム創設後に全国で訓練を開始した後の2016年に熊本地震が発生した。以下は、熊

本地震発生後のMHPSSに関する小松らの論文（2018）と太刀川らの厚生労働科研成果

（2021）を引用しながら、国内の多様なアクターを俯瞰する。

　熊本地震後の調査により、現地では多くの支援組織がピラミッドの4層を担っていた

ことが明らかになった（図2）。
1

 つなぎマップは、MHPSS に関して、誰が、いつ、どこで、

どのような支援をおこなっているのかを把握することで、ニーズと支援のギャップを小さ

いものにし、効率的な支援に向けての調整を可能にするツールである（IASC MHPSSレファ

1　厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 災害派遣精神医療チーム（DPAT）と地域精
神保健システムの連携手法に関する研究 研究班 太刀川弘和（代表）.(2023). ロングバージョン自治体の
災害時精神保健医療福祉活動マニュアル . www.mhlw.go.jp/content/000772550.pdf (2025 年 10 月 1 日
アクセス ).

レンス・グループ、2012）。アクターはNGO・NPO、学会組織、医療組織、行政にカテゴリー

化された。NGO・NPOの多くは国際人道支援組織として国外でMHPSSの実践経験の厚い

組織が多かったのが特徴的である。しかしながら、地域に根差した小さな支援組織が何ら

かの理由でこの調査の対象とならなかった可能性も考慮する必要がある。国際人道支援組

織は、中間支援組織等を介して平時からのネットワークがあり、調査時に関与しやすいと

いう点があるのがその理由である。

図2：つなぎマップとMHPSSの各支援レベルにおける支援団体・組織の例

学会組織は、高度医療社会である日本の特徴でもあり、様々な専門職の学会、士会が存

在し、国内災害でその専門性を発揮した支援がなされてきた。医療組織は、平時からその

地域の精神医療を担う医療機関や施設を始め、災害時の精神科医療支援に特化したDPAT、

急性期医療を担う災害派遣医療チーム、通称DMAT、2000年の有珠山の噴火災害からこ

ころのケアチームを組成後に多くの災害時に派遣している日本赤十字社などがある。行政

は、平時からの住民のメンタルヘルス・ウェルビーイングに対して、行政の担当課や精神

保健福祉センターが関わっているため、これらの組織も災害時のMHPSSに重要な役割を

果たす。DPATやNGOは、災害発生後に活動期間は様々ではあるものの、一時的に災害の

影響を受けた地域で活動した後に撤退する。そのため、中長期的な関わりや支援が必要に

なるようなケースは、地域の医療機関や行政との連携が不可欠である。
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日本において特徴的なのは、こころのケアセンター（又は心のケアセンター）が設置さ

れる場合があることである。日本で最初のこころのケアセンターは、1995年に発生した

阪神淡路大震災の後に設置された「兵庫県こころのケアセンター」である（兵庫県こころ

のケアセンター、2004a）。以降、中越地震、東日本大震災、熊本地震、能登半島地震等で

設置されたが、これらは時限付き設置であることが多い。兵庫県こころのケアセンターも

当初は5年の時限付き機関であったがその後恒久化され、阪神淡路大震災後のこころのケ

アと専門性の高いトラウマ治療の実践と研究をけん引してきた。そのため、1995年以降

に発生した災害では、当該都道府県が兵庫県こころのケアセンターの支援を受け、こころ

のケアセンターの設置運営を行ってきた。

兵庫県こころのケアセンターは、阪神淡路大震災後に1）建物倒壊等により診療を継続

できなくなった精神科施設の代替機能としての精神科救護所、２）災害の影響を受けた地

域住民を対象としたアウトリーチ活動という、発災後に生じた2つの役割から発展した施

設である（兵庫県こころのケアセンター、2004b）。1つ目の精神科救護所は1995年4月

頃からその役目を終え、通常の診療体制に吸収された。しかしながら、2つ目の役割は仮

設住宅やコミュニティの回復などのプロセスと共に長く求められたため、2000年に恒久

的な施設となった。兵庫県こころのケアセンターは、第2の役割を果たす際に6つの活動

方針と各方針を実現するための手段を示した活動指針を立て、その活動に通底させた（表

1）。メンタルヘルスを強調したり、専門性を強く掲げたりすることのない一貫した活動は、

まだ精神科に対する社会的スティグマが強かった社会的傾向を配慮していたと言える。こ

のように、本センターの活動は日本の文化を深く考慮したMHPSS提供の白眉であり、以

降の国内災害時のモデルになっただけでなく、トルコや台湾が災害を経験した際にも視察

を受けており、その役割やあり方は国際的に認識されている。

表1:兵庫県こころのケアセンター活動方針と活動指針

国としてのこころのケアに関する支援組織は、国立精神神経医療研究センターである。

本センターは、2010年に現在の形で設立されたが、その歴史は本邦の精神医療の歴史で

もあり、1952年の国立精神衛生研究所として端を発する。精神疾患、神経疾患、筋疾患、

発達障害などの診断、治療、研究に加え、災害時のこころのケアについては「ストレス・

災害時こころの情報支援センター」があり、一般者・医療者を問わず活用ができる資料の

提供、および研修事業を行っている（ストレス・災害時こころの情報支援センター、

2025）。

これらのアクターを理解すると、それぞれの専門性等で求められる研修の内容や難易度

が異なることが理解できる。そのため本稿では、医療職もしくは心理専門職以外の支援者

が実践できる、すなわちレベル4以外のMHPSSに関する研修についてその概要を述べた後、

著者が展開してきたMHPSS研修とそのDX化について事例として言及する。

（３）代表的なMHPSS研修

医療職もしくは心理専門職以外の支援者が受講できるMHPSSに関する研修で代表的な

ものはサイコロジカル・ファースト・エイド（心理的応急処置、以下PFAと略）である。

その他にもサイコロジカル・リカバリー・スキル、ゲートキーパー研修を本稿では取り上

げる。

活動方針 活動指針

有効な調査研究の実施と、それをも

とに施策提言を行う。

コンサルテーションの重視。

行政とボランティアの隙間を埋め

る。

被災程度も大きく、生活再建の遅れ

た仮設住宅住民を主な対象とする。

問題発見型かつパイロット・スタ

ディ的精神。
アウトリーチの重視。

フットワークの軽さと早期実行。
保健や福祉を担当する他の機関やボ

ランティアと可能な限り連携する。

専門性を高めつつ、専門性を出し過

ぎないサポート。

メンタルヘルスを強調せず、専門性

を掲げすぎない。

過去の反省や実績を踏まえ、将来に

備える、将来へ提言できるものを残

す。
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サイコロジカル・ファーストエイド（PFA）研修

PFAの研修には様々なバリエーションが存在する。日本で最も広く普及しているのは

WHO版PFAである。WHO版PFAは国立精神・神経医療研究センターが東日本大震災後に

フィールドマニュアルを和訳した後（世界保健機関、戦争トラウマ財団、ワールド・ビジョ

ン・インターナショナル、2011）、研修を継続的に開催している（国立精神神経医療研究

センター行動医学研究部、2025）。WHO版PFAはその主な対象を成人にしている。この

PFAは精神・心理の専門人材リソースが少ない国でも実践することができるように配慮さ

れている。WHO版PFAの活動原則は１）準備する、２）みる、３）きく、４）つなぐ、の4

つである。

同じく主な対象が成人の米国PTSD研究所（NCPTSD）版のPFAは、兵庫県こころのケア

センターの資料としてウェブサイト上と書籍として紹介されているが、このPFAの研修は

国内では開催されていない（アメリカ国立子どもトラウマティック・ストレス・ネットワー

ク、アメリカ国立PTSDセンター、2011）。アメリカ国立子どもトラウマティック・スト

レス・ネットワークのウェブサイトから6時間程度のオンラインコースが一般公開されて

いる（National Center for PTSD, 2025）。NCPTSD版PFAは準備と8つの活動内容の9つか

ら構成される。１）対象者に近づいて活動を始める、２）安全と安心感、３）必要に応じた

安定化（呼吸法やリラクゼーション法による症状の安定化）、４）情報の収集、５）現実的

な問題の解決を助ける、６）周囲の人びととの関わりを促進する、７）対処に役立つ情報、

８）紹介と引き継ぎ、である。

子どもは成長発達段階によって認知の仕方が異なること、成人とも異なるため子どもの

ためのPFA研修が、NGOであるセーブ・ザ・チルドレン・ジャパンにより、東日本大震災

以降行われている。このPFAはWHO版PFAに呼応する形で、活動原則は１）準備する、２）

みる、３）きく、４）つなぐ、から構成されている。また、研修としては提供されていない

ものの、学校教育の場で災害の影響を受けた子どもたちの特徴を理解した上で、教育者が

子どもたちに関われることを目的とした、「サイコロジカル・ファーストエイド学校版実

施の手引き」に兵庫県こころのケアセンターのウェブサイトからアクセスが可能である

(兵庫県こころのケアセンター、2004c)。

日本赤十字社は、12歳から23歳までの若者を対象としたピアのためのPFAのハンド

ブックを公開している（国際赤十字・赤新月社連盟、心理社会的支援リファレンスセンター、

2021）。この年齢層は、思春期・二次性徴の発現期にあたり、成人よりも自身と年齢が近く、

似たような経験をしているピアとの繋がりが強固になる傾向がある。その傾向に配慮し、

お互いにサポートができるようになることで、災害時のMHPSSの対象から外れがちな人

口がケアされることを目指しているツールである。2025年現在、このPFAも研修は開催

されていない。

医療者向けではあるため、本稿の主眼から外れるがRAPID PFAを紹介する。このバー

ジョンは、認知行動療法的アプローチによる介入方法を加えて発展させたものであり、

Rapport/Reflective listening, Assessment, Prioritization, Intervention, Disposition（ラポー

ルの確立・聞き返し・傾聴、評価、心理的トリアージ・優先順位づけ、安定化と苦痛の軽

減のための介入戦略、締めくくりと，継続的ケアへのアクセスの促進）の頭字語を用いて

RAPIDという名称にしている。日本における研修開催はされていないが、Coursera経由で

自動翻訳の日本語で受講が可能である（Coursera、2025）。

このように、PFAは非医療者と医療者向けがある点に注意が必要ではあるが、PFAは人

道支援における国際基準であるスフィアハンドブック内でも、支援者がアセスメント等で

受益者と接する時にPFAに基づいて関わる必要性や、推奨されるMHPSSの方法として言

及されている。また、PFAでは支援者のメンタルヘルスにも言及があり、人道支援者のセ

ルフケアも重要視している。

（４）サイコロジカル・リカバリー・スキル

PFAは災害が発生した直後、または長引く危機事象が起きている最中に実践することを

想定して作られているのに対して、サイコロジカル・リカバリー・スキルは、数週間〜数

か月の回復期を想定している点が特徴である（兵庫県こころのケアセンター , 2004d）。こ

のプログラムの目的は、継続するストレス反応や生活上の困りごとへの対処力を高め、機

能回復を促すことである。対象者はPFAと同様に限定されておらず、病気を前提とした治

療ではなく、二次予防として自己効力感を上げることを目指す。そのため、PFAのように

単回しか関わることができないような状況ではなく、何回かセッションを持てることが望

ましいとされている。



57 58

サイコロジカル・リカバリー・スキルは1）情報把握と優先順位づけ、２）問題解決ス

キル、３）ポジティブな活動の促進、４）過覚醒・不安・想起等のストレス反応のマネ

ジメント、５）役立つ考え方、６）健全なつながりの再構築から構成されている。全ての

スキル習得を目指すのではなく、この中で当事者ができそうだと思うものを選び、そのス

キルを獲得することを目指すのが特徴である。日本に本プログラムの公認講師は僅少であ

り、研修は兵庫県こころのケアセンターで定期開催されている程度である。NCPTSDの5

時間程度のオンライン研修（英語のみ）は誰でも受講可能である（National Center for 

PTSD, 2010）。

（５）セルフヘルププラス

セルフヘルププラスは、録音音声と教材を用いるため、既存のMHPSSプログラムが抱

える専門職が講師をする必要性や、講師育成のための経済的・時間的な先行投資などを解

決している点が画期的なMHPSS研修である（World Health Organization, 2021）。研修資

料などはWHOのウェブサイトから提供されているが、日本での研修開催実績は現在のと

ころ報告されていない。グループ学習を前提としており配布物の案内と質疑の支援を担う

ファシリテーターと共に5回セッションを行う。1度に50人まで参加することが可能であ

る。本研修では、１）今に注意を戻すグラウンディング、２）つらい思考・感情との距離

の取り方、３）自分にとって大事な方向へ小さくアクションを起こす、４）自他の承認と

社会的支援の活用、５）マインドフルネス実践を学ぶ。本研修は、MHPSS研修効果の科学

的実証が困難とされる中、ランダム化比較試験によりその有用性が報告されている数少な

いプログラムである (Tol et al., 2020)。日本での集合研修の実施報告は見当たらない。

（６）ゲートキーパー研修

ゲートキーパー研修は、自殺予防の担い手を地域に広く増やすためのMHPSS研修であ

る。ゲートキーパー研修そのものは災害に特化した研修ではないが、災害後の自死は、平

時のそれと同じく予防可能なものであるため本稿で紹介する。目的は、危険サインの早期

発見→声かけ→安全確保→専門支援につなぐ流れを誰もができるようにすることである。

厚生労働省が公式テキストと動画を公開しており、自治体などの研修以外でも自己学習す

ることが可能である。対象も子ども、女性、勤労者と複数バージョンがあり、加えて支援

へのつなぎ方に関する動画も用意されている(厚生労働省、2023)。

2．筆者のMHPSS研修の取り組み

筆者のMHPSS研修への関りは、2011年にNGOであるTELL英語いのちの電話が主催し

たPFAトレーナー養成研修に参加したことに端を発している。筆者は当時、日本プライマ

リ・ケア連合学会東日本大震災支援プロジェクト（Primary Care Assistance Team、以下

PCAT）の有償ボランティアとして活動していた。その一環として、PCATとして現地に派

遣される者が、現地で受益者を傷つけたり、バーンアウトを起こしたりしないための仕組

みづくりの必要性を感じ、PFAトレーナーを目指した。以下の研修開催情報は、プライマリ・

ケア学会誌に掲載された筆者の論文からの再掲情報である（原田、2015）。

2011年8月から10月にかけて複数のメンバーをトレーナー養成研修に派遣した後、

2011年11月からPCATの派遣前研修として受講を義務化し、2013年6月まで計24回定

期開催した。PCATの活動は医療に留まらず、保健や福祉領域にも関るものであったが、

広義の保健医療活動であったため、トレーナーは医師、看護職、心理職に限定した。研修

開催は、都内での定期開催に加えて、宮城県気仙沼市と石巻市、岩手県大船渡市、岐阜市、

神奈川県川崎市、兵庫県西宮市で行った。また、東京科学大学（当時は東京医科歯科大学）、

東京大学、九州大学から招聘され、医歯薬保健系学部の教員と学生を対象に実施した。

参加人数は286人であり、多様な職種が参加した（表２）。特筆すべきは、東日本大震

災の主たる影響を受けた地域の宮城県、岩手県での開催では参加者の多くは非医療職であ

り、自らも災害の影響を受けた当事者であるが仮設住宅見守り支援事業に関わるなど「支

援者」の役割を担う予定の人材や、地域の保健医療人材であった。前述のように本邦では

こころのケアの重要性は広く認識されつつも、ではどのように実践すれば良いのかについ

ては、興味をもって情報収集しない限りアクセスが難しいのが現状である。そのため、現

地での開催は非常に重宝された。現在は、国立精神・神経医療研究センター主導による研

修が定期開催されているが、2012年当時はまだ研修機会が僅少だった背景がある。
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表2：プライマリ・ケア連合学会主催のPFA研修参加者属性

その後、2016年の熊本地震後も、熊本市消防や熊本大学、見守り支援組織等からの依

頼を受け、MHPSSの研修を行った。この背景には、筆者が同学会の支援プロジェクトで益

城町への支援に携わった経緯がある。平時からの災害医療の研究や研修活動を通して、熊

本の保健医療職者とのネットワークを有していたため、発災後に地域人材のキャパシティ

ビルディングへの協力を求められた。加えて、熊本県内の同学会員が、支援活動を通して

地域人材への教育機会の提供の一環として実施した。

2017年にセーブ・ザ・チルドレン・ジャパン主催で、子どものためのPFAのトレーナー

養成研修が開催され、筆者も受講して以降はWHO版と子ども版の両方のトレーナー資格

を持って活動している。災害の影響を受けた地域の方々が、見守り支援や地域活動を行う

際には、子どもを対象とするもしくは子どもを含めた広い年齢層を対象にすることが多い

ためか、子どものためのPFAの研修開催依頼が多い印象である。2024年の能登半島地震

後に、筆者は再度日本プライマリ・ケア連合学会の支援に携わり、その一環で輪島市地域

のプライマリ・ケア関係の医療者、学校関係者、NGO職員、住民といった幅広い対象者に

子どものためのPFAを開催した（日本プライマリ・ケア連合学会、2024）。この際には、ワー

職種 人数 %

医師 47 16.4

看護師 57 19.9

保健師 7 2.4

助産師 5 1.7

臨床心理士 18 6.3

薬剤師 9 3.1

理学療法士・作業療法士 5 1.7

栄養士 10 3.5

救急救命士 5 1.7

非医療職 53 18.5

学生 70 24.5

無記名 20 6.99

合計 286 100

ルドビジョン・ジャパン、プラン・インターナショナル・ジャパン等当該地域で活動して

いるNGOと協働し、研修告知を行うことで医療者に限定することなく幅広い対象からの

参加が可能になった。

この連携が可能になった背景には、筆者が災害時に子どもを守る最低基準（CPMS）推

進ネットワークに参加していることがある（災害時に子どもを守る最低基準（CPMS）推進

ネットワーク、2025）。CPMSは人道行動における子どもの保護の最低基準（Child 

Protection Minimum Standards）の略語であり、CPMSはスフィアハンドブックの兄弟姉

妹的な国際基準である。CPMSの最低基準の中でも、PFAはMHPSSとして推奨されている

ツールであるため、子どもを主な対象とした支援を展開している組織間での共同が可能に

なった。比較的大きなNGOの場合は、職員対象研修が開催されたり、NGO対象の勉強会

などの機会を通して、MHPSS一般およびPFAについて学ぶ機会が期待できる。他方、災害

が起きた地域の方々が、発災前から子どもへの支援を行っている場合は、必ずしも災害後

の対応を前提にしているPFAを代表としたMHPSSの研修を知ることは難しい場合もある

と推察する。そのため、このようなNGO間の情報ネットワークは、地域人材のキャパシティ

ビルディング機会創出の点でも有用であると考察する。

筆者は現在MHPSSのスキルを、AIを用いたアプリケーションを使って獲得することが

できるようにならないかの実践と研究に取り組んでいる。実践では、プライマリ・ケア連

合学会が2024年から正式に実施しているPCAT導入研修内の演習科目として、生成AIに

PFAに基づいたコミュニケーションのポイントを用いて会話を行うプログラムを共同開発

した。災害支援現場では、やり直しがきかない場面で傷つけない原則に則った対話を重ね

ることが求められる。そのため、支援者は一つひとつの対話機会に自覚・無自覚的な違い

はあるにせよ緊張感を持つことになる。この教育プログラムでは、その緊張を取り除いた

上で対話に取り組むことを可能にした。また、このプログラムでは、自身が入力した情報

に対して、AIからPFAの原則に基づいたフィードバックを受けることを可能にした。この

仕組みにより、従来はトレーナーが1対1、またはグループ演習の場でしか提供できなかっ

た、細やかなフィードバックを全ての受講者に提供することが可能になった。また、同様

のプログラムの効果検証研究に取り組んでおり、エビデンスに基づいたMHPSSトレーニ

ングの一助になることを目指している。
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3. 地域社会におけるMHPSS支援の仕組みづくりに向けて

本稿では、MHPSS（メンタルヘルス及び心理社会的支援）に関する研修の実践的アプ

ローチについて、多様なアクターの存在と代表的な研修プログラムを概観し、筆者の実践

を交えて論じてきた。MHPSSは精神医療だけでなく、基本的サービスから専門治療まで4

層のピラミッド構造を持つ幅広い支援を含む。日本の災害時MHPSS（精神保健および心

理社会的支援）は、1995年阪神淡路大震災を契機に発展し、主要な研修として、非専門職

も実施可能なPFA（心理的応急処置）が国際基準として普及しており、WHO版、子ども版

など複数のバージョンが存在する。近年は地域人材のキャパシティビルディングが重視さ

れ、筆者の所属する支援組織ではAIを活用した新しい研修手法の開発にも取り組んでいる。

最後に、これからの地域社会におけるMHPSSの支援の仕組みづくりを視野に、今後の展

望を述べる。

災害時のMHPSSは、DPATのような専門医療チームから、国内外支援からの豊富な経験

を持つNGO、地域の医療機関や行政、そして様々な学会組織まで、実に多様なアクターに

よって支えられている 。しかし、これらの支援が真に地域に根差し、持続可能なものとな

るためには、アクター間の連携と地域人材の育成が不可欠である。外部からの支援組織は

活動期間が限られているため、平時から地域の医療機関や行政との連携体制を構築し、中

長期的な支援へ円滑に引き継ぐ仕組みが重要となる 。筆者が能登半島地震の支援で経験

したように、NGO間の情報ネットワークを活用することで、医療関係者だけでなく、学校

関係者や住民といった幅広い層に研修機会を提供できたことは、連携の有効性を示す一例

である 。

また、専門職だけに頼るのではなく、地域住民一人ひとりがMHPSSの基本的な担い手

となるような仕組みづくりが求められる。PFAやゲートキーパー研修といった非専門職向

けのプログラムは、そのための有効なツールである 。東日本大震災後の被災地での研修

では、自らも被災しながら支援者の役割を担う地域の方々が熱心に参加した 。このよう

な地域の内発的な力を引き出し、育むこと（キャパシティビルディング）こそが、コミュ

ニティ全体のレジリエンス（回復力）を高める鍵となる。そのためには、研修へのアクセ

シビリティを向上させる必要がある。研修機会が都市部や専門職に偏ることなく、地域の

多様なニーズに応じて提供されなければならない。この課題に対し、筆者が取り組むAIを

活用した研修プログラムは、時間や場所の制約を超えて、質の高い学びをより多くの人々

に届ける可能性を秘めている 。このような新しい技術も活用しつつ、兵庫県こころのケ

アセンターが実践してきたように、地域の文化や価値観に深く配慮したアプローチを通じ

て、誰もが安心して「こころのケア」を受けられ、そして担い手にもなれる社会の構築に

平時から取り組むことが必要だと考える。
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要旨

近年、紛争の長期化・複雑化により人道危機も深刻化し、人道・平和・開発の連携（ト

リプルネクサス）の重要性が注目されているが、国連による実践での課題が指摘されてい

る。本研究では、イエメン沖に110万バレルもの原油を積んだ老朽タンカーからの原油移

送プロジェクトを事例に、国連の人道・平和・開発各機関がどのように協働し、トリプル

ネクサスの目的である「集団的成果」を実現したかについて、DAC勧告が提示する「より

良い調整」「より良いプログラム」「より良い資金調達」の三側面から分析する。その結果、

目標の具体性と緊急性、国連常駐調整官兼人道調整官（RC/HC）のリーダーシップと平和

活動の非政治化、分業ではなく協働を前提とした計画、UNSDCF等の既存計画との統合、

リードドナーを中心とした柔軟な資金調達への努力が協働を可能にした要因であることを

示し、これらの条件が揃えば他国でも国連による集団的成果の実現が可能であることを提

示する。

はじめに

近年、世界各地で発生する紛争は長期化・複雑化し、その影響は地理的に広範囲に及び、

人道危機も同様に長期化・複雑化している。人道・平和・開発の連携（トリプルネクサス）

は、こうした状況における支援のアプローチとして国際的に重要性が認識されつつある一

方で、その実践には多くの課題が存在する。これまでNGOなどによる局地的な成功例は

報告されてきたが、国連が主導するトリプルネクサスの実践例は依然として限られている。

本論文は、イエメンにおける事例研究を通じて、長期化・複雑化した紛争下において国

02 投稿論文

紛争国における国連の人道・開発・平和の連携（トリプルネクサス）
の実践可能性に関する考察 - イエメンでの人道・環境危機回避のためのセイ

ファー号原油移送オペレーションを事例として -
神奈川大学　槌谷恒孝

連機関が人道・開発・平和の三分野にわたりどのように協働を行い、その協働が「集団的

成果（collective outcomes）」の実現にどのように寄与したのかを分析する。

事例として、紛争が長期化するイエメンの紅海沖に係留され、110万バレルの原油を積

んだまま維持管理が行われていなかった老朽タンカー FSO SAFER（セイファー号）をめぐ

る危機への国連の対応を取り上げる。
1

この問題の解決を迫られた国連は、国連常駐調整

官兼人道調整官（Resident Coordinator/Humanitarian Coordinator : RC/HC）をトップとす

る国連カントリーチーム（United Nations Country Team : UNCT）が民間企業と協力し、新

たなタンカーを調達して原油を移送するという方策を採用した。セイファー号が係留され

ている海域を実効支配するフーシー派の協力を得つつ、欧米諸国や日本に加えて中東諸国

や民間資金も調達され、人道・開発・平和の各分野に関わる国連機関が協力して、タンカー

購入など、過去に例のない国連主導のプロジェクトが実施され、原油流出の危機を回避す

ることに成功した。

本論文ではこの事例について、集団的成果の実現可否に関する分析を行った上で、協働

を可能とした要素を経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and 

Development: OECD）が示す「より良い調整」「より良いプログラム」「より良い資金調達」

の三側面を基準に分析する。最後に本事例特有の状況も示しながら、トリプルネクサス実

践への応用に向けた教訓を提示する。　

1.トリプルネクサスと集団的成果　―定義、制度化の過程と課題
(1)トリプルネクサスと集団的成果の定義

トリプルネクサスとは、長期化・複雑化する紛争に直面する国や地域において、「国レ

ベルでの人道・開発・平和支援の強力な協力や協調を確保し、首尾一貫し相互補完的なリ

スク分析、計画、行動に基づいて集団的成果を実現すること」と定義されている（United 

Nations Development Programme, 2016）。したがって、トリプルネクサスは目的そのも

のではなく、集団的成果（collective outcomes）を実現するための方法論と位置付けられ

1 筆者は、国連開発計画（UNDP）イエメン事務所の平和事業支援ユニット・チームリーダーとして、
2021 年 4 月から 2 年間にわたり本稿で論じる事例の統括責任者を務めた。したがって、引用箇所を除き、
本稿における記述は筆者の実務経験に基づくものである。なお、本稿で示される見解はすべて筆者個人
のものであり、UNDP およびその他のいかなる所属組織の公式な立場を示すものではない。
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る（Perret, 2019）。この方法論の制度化は、2016年の世界人道サミットを契機にダブル

ネクサス（人道・開発）が制度的に位置付けられ、同年の「持続的平和アジェンダ」に関す

る国連決議により平和構築の統合が図られたことで本格化した（United Nations Security 

Council, 2016）。ここで言う集団的成果とは、国連人道問題調整事務所（Office for the 

Coordination of Humanitarian Affairs : OCHA） や 機 関 間 常 設 委 員 会（Inter-Agency 

Standing Committee : IASC）など、国連でトリプルネクサスを主導する機関の主要文書に

おいて、「人道・開発その他のアクターが、人々のニーズやリスク、脆弱性を削減し、レジ

リエンスを向上させるため、通常3 ～ 5年の期間にわたって共同で達成する具体的かつ測

定可能な成果」と整理されている（Inter-Agency Standing Committee, 2020, p. 4; United 

Nations Office for the Coordination of Humanitarian Affairs, 2018, p. 2）。これらの文書

に共通して示されているのは、集団的成果とは次の基準を満たす必要があるという点であ

る。

（1） 測定可能性：数量的な指標やターゲットを伴い、進捗や成果を客観的に把握できる。

（2） 期間限定性：通常3 ～ 5年を目安に複数年及び中期的な時間枠で成果が設定されて

いる。

（3） 共同性：国連機関、政府、ドナー、NGOなど複数アクターが分析・計画・実施の各

段階において役割分担と協働を前提としている。

（4） 統合性：人道・開発・平和を橋渡しする統合的アプローチを通じて、人々のニーズ・

リスク・脆弱性の軽減とレジリエンスの向上に結び付いている。

加えて、IASC（2020）は状況固有性（context-specificity）を有効な集団的成果の前提条

件として強調している。すなわち、集団的成果の設定には各国の文脈や優先課題に即した

ものであり、それが人道対応計画（Humanitarian Response Plan: HRP）や国連持続可能な

開 発 協 力 フ レ ー ム ワ ー ク（United Nations Sustainable Development Cooperation 

Framework : UNSDCF）といった既存の国レベルでの計画に内包または連動していること

が求められる。このようにトリプルネクサス実践のための集団的成果については国際的な

基準が示され、制度化が進んでいる。

(2)トリプルネクサスの実践上の課題

トリプルネクサスは制度化が進む一方、実践上において多くの課題を残している。

2019年、OECDの開発委員会（Development Assistance Committee : DAC）はトリプルネ

クサスの実践に向けて「より良い調整」、「より良いプログラム」、「より良い資金調達」の

重要性を強調するいわゆる「DAC勧告」を発表した（OECD, 2019）。「より良い調整」では、

RC/HCの権限を強化し、3分野の機関が協力して集団的成果を目指す必要性が示されてい

る。「より良いプログラム」では、紛争予防や平和構築を優先しつつ、人道的ニーズに対応

することを求め、「より良い資金調達」ではエビデンスに基づく戦略策定と多様なステー

クホルダーとの協力による資金戦略の重要性が指摘されている（OECD, 2019）。この勧告

から3年後の2022年に同じくOECDから発表された同勧告に対する中間進捗報告書では、

ほとんどのパイロット国において上述した基準を満たす集団的成果を目標として採択して

いる一方、この集団的成果が未達であることが指摘されている（OECD, 2022）。さらに、

改善すべき点として、被援助国政府の能力向上、RC/HCのリーダーシップ能力の向上、ド

ナー間の調整による資金政策の3点が挙げられている（OECD, 2022）。

このOECD報告書の課題を裏付ける研究も報告されている。例えばGarcia （2023）によ

ると、トリプルネクサスを構成する最も重要な要素はプログラムの適応性であり、ニーズ

や状況の変化に応じて実施機関のアプローチを迅速に調整することを促す点であるとして

いる。しかし、多くのドナー資金はあらかじめ特定の分野や用途に厳格に紐付けられてお

り、各国の財政規則上プログラム途中での再配分や再編成が認められない。また、制度的

にも議会承認や年度ごとの予算枠組みに縛られているケースが多く、情勢変化に応じて資

金の使途を柔軟に切り替えることは難しい。その結果、実施機関が状況変化に応じてアプ

ローチを迅速に調整することは困難が伴い、トリプルネクサスの付加価値を十分に発揮で

きない。また、人道・開発・平和のアクター間の調整という課題も残る。最初にネクサス

が議論された1970年代に、国連は人道・開発・平和の調整よりも人道支援アクターの調

整を優先したが、それは異なる働き方を持つアクターの調整は同じセクター間の調整より

も困難であったためであろう（Osa & Hanatani, 2018）。こういった困難を抱えながらい

かに調整し、実践するかはアクターにとって大きな課題である。

これらのアクター共通の課題に加え、国連特有の制度・運用上の制約により、国連機関
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間でのトリプルネクサス実施の課題も多い。「より良い調整」に関しては、国連システム

内において各機関が固有の法的マンデートと歴史的経緯を背景にサイロ化しやすい。例え

ば紛争国では平和維持活動（Peacekeeping Operations: PKO）と平和構築活動や人道支援

を実施する他の機関との間に分断が生じ、人道・開発・平和全体の一貫性が損なわれてい

る（Howe, 2019; United Nations Secretary-General, 2018）。PKOが平和構築活動を担当

する国連開発計画（United Nations Development Programme: UNDP）や国際移住機関

（International Organization for Migration: IOM）と情報共有をせず、同じ地域であっても

別々にプロジェクトを行っていることがある。これに対し、アントニオ・グテーレス国連

事務総長はRC/HCの権限強化やUNCTと国連PKOの連携、共同計画の拡充などの改革を進

めてきた（一連の国連改革については長谷川（2023）が詳しい）。しかし、例えばソマリア

における各機関と国連PKOの「断片的な活動」の継続（Medinilla et al., 2019）等、現場で

の機能不全はなお報告されている。また、元来UNDPのトップが担ってきたRC/HCのポジ

ションにはUNDPも含めた国連機関をまとめるためにも適切で強力な指導者が任命され、

財政的にも政治的にも権限が与えられることが必要ともされている（OECD, 2022）。つま

り「より良い調整」により集団的成果を実現するには適切な人材配置と権限の付与により

RC/HCがリーダーシップを発揮し、各機関がサイロを破って協働することが必要とされる。

「より良いプログラム」については、上述の国連改革により、2018年の国連総会決議

（72/279）で採択されたUNSDCFの導入など国連機関間共通の目標設定が進んだ一方で、

共同分析に裏打ちされた計画の具体的なプログラミングへの反映は不十分とされる

（OECD, 2019）。人道・開発・平和の各セクターの優位性や役割は紛争状況や当事国の文

脈に応じて変動するため、セクター間の統合設計の実装は複雑化する（Nguya & Siddiqui, 

2020）。従って、機関間の比較優位性を活用した計画の策定、さらに共同分析された計画

がUNSDCFなどの既存計画に統合されることで一貫性を確保することが課題である。

「より良い資金調達」においては、人道・開発・平和の分断された国連への資金拠出構

造の調整が課題である。人道分野では、各国のHRP等に基づきOCHAの調整の下で拠出さ

れる計画連動型の資金（coordinated plan funding）が、人道支援全体の約7割を占める。

これは恒常的な基金ではなく、毎年（または適宜）更新される共同アピールと各ドナーの

年次予算・拠出決定に強く依存するため、複数年で予測可能かつ柔軟な資金確保は難しい。

開発分野は毎年加盟国の分担金に基づいて各機関の本部から配分されるコア資金と各国事

務所がドナーから直接調達するノンコア資金が併存する。平和分野は、国連PKOに対して

加盟国からの分担金による国連安全保障理事会（United Nations Security Council: UNSC）

の1年ごとの承認予算や、PKO以外の国連の平和活動にプロジェクトベースで配分する平

和構築基金（Peace Building Fund: PBF）などに依存する。こうした単年での資金繰りの必

要性と資金の流れや執行メカニズムの断絶は、複数年で予測可能かつ柔軟な資金戦略の確

立を難しくし、包括的資金戦略の未整備や資金源のサイロ化がトリプルネクサスの主要な

阻害要因として残る（Howe, 2019; OECD, 2019）。一方、近年は南スーダンにおける

Reconciliation, Stabilization, and Resilience Trust Fund（RSRTF）など、多国間信託基金

（Multi-Partner Trust Fund: MPTF）のような複数のドナーからの資金を国レベルで一つの

基金にプールする手段が増えつつあり、トリプルネクサス全体をカバーし、協働を促進す

る有効なツールとなり得ると期待されている。

以上の議論から、国連がトリプルネクサスを効果的に実践する上で克服すべき課題は、

下記表1の通り集約される。

表1トリプルネクサス実践のための国連特有の課題（出所：筆者作成）

次節では、国連の国レベルでの取り組みについて、本節で提示した集団的成果の四つの

基準と国連特有の課題を分析枠組みとして検証する。

OECD 三側面 国連特有の課題

①     RC/HCの適切な人材配置と権限の付与
②     国連機関間の分野を超えた協働体制

①     共同分析と計画策定の連動性

②     既存計画との統合

①     資金の柔軟性と複数年化

②     資金メカニズムの統合

より良い調整

より良いプログラム

より良い資金調達
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2.イエメンにおけるトリプルネクサスの実践

前節で論じたようなトリプルネクサスにおける課題を国連システムはどのように克服

しようとしているのであろうか。本節ではイエメンにおける国連機関間の協働事例を取り

上げ、集団的成果が実現されたか、実現されたのであれば国連機関がどのようにして協働

し、集団的成果の実現に至ったかについての分析を行う。

(1)イエメン共和国の現状

イエメンはアラビア半島の南に位置し、政治的な不安定さと中東における最貧国として

知られる国である。2011年にアラブの春と呼ばれる政治変動の波及を経て、2015年に内

戦状態に陥った。それ以来、国際社会からの承認と支援を受けている国際承認政府が統治

する南部と、反政府勢力であるイエメン北部のサダを中心としたシーア派分派のザイード

派であるフーシー一族（以下フーシー派）が支配する北部と二つに分かれている状態と

なっている。フーシー派が支配する地域は首都サナアも含め、国民の70％が居住する範

囲にまで及んでいる。2018年12月にスウェーデンと国連の仲介にて部分的な和平合意で

ある「ストックホルム合意」が結ばれるも戦闘は続き、2022年には停戦合意が結ばれたが

半年後には失効した。しかしその後も大きな戦闘は無く、イスラエルのガザ侵攻が起こる

までは「戦争でも平和でもない状態（No war, No peace）」（Al Abara, 2023）と呼ばれてい

た。イスラエルのガザ侵攻後はフーシー派による紅海での船舶への攻撃や、米英、イスラ

エルからのフーシー派領域への空爆などが行われたが、国内の勢力を大きく変化させる要

因には至っていない。紛争開始時にほとんどの大使館がイエメンから引き上げたため、外

交官はおらず、治安の影響からイエメン国内に入れるのはほとんどが援助関係者である。

このような状況の中、イエメンには二つの特別政治ミッション（Special Political 

Mission: SPM）である、イエメン担当国連事務総長特使事務所（Office of the Special 

Envoy of the Secretary-General for Yemen: OSESGY）とストックホルム合意の三協定のう

ちの一つで、港湾都市ホデイダからの両軍の撤退と国連による停戦監視を目的とした「ホ

デイダ協定」履行支援のための国連ホデイダ合意支援ミッション（United Nations Mission 

to Support the Hudaydah Agreement: UNMHA）が派遣されている。また、RC/HCを中心

とするUNCTも人道・開発・平和活動に取り組んでいる。

(2)セイファー号からの原油移送プロジェクト

一方、紛争開始後からイエメン西部、紅海のラス・イサ港沖に係留された1台のタンカー

が問題となっていた。この浮体式貯蔵積出（FSO）石油タンカーであるセイファー号は建

造から48年経過し、必要な維持管理作業などはイエメンでの内戦が原因で2015年以降止

まっている。セイファー号には110万バレルの原油が貯蔵されているが、2017年から石

油タンク内にある爆発性ガスの蓄積の防止に使用される不活性ガスシステムが停止してい

るなど、いつこのセイファー号が爆発してもおかしくない状態にあった。しかしセイファー

号はフーシー派の掌握する海域に係留されており、フーシー派が査察を拒んでいたため、

船内の状態がわからない事態が続いていた。一方、110万バレルの原油が紅海に流れ出た

場合、イエメンおよび近隣諸国への経済、環境等に甚大な影響を与えることは間違いなく、

一刻も早い状況の改善が必要であった。この問題は当初OSESGYが中心となり、国連プロ

ジェクト・サービス機関（United Nations Office for Project Services: UNOPS）が簡易メン

テナンスと船上査察を実施するための準備を始めた。しかしながら、フーシー派は国連の

指揮のもと船上で検査が行われることに難色を示し、検査と完全な修理の同時実行を要求

した一方で、必要予算が予測できないため国連側はこの要求を拒否した。双方が相手方の

対応を非難し、国際承認政府はフーシー派がこの件を政治利用し、和平交渉の際の材料化

していると非難した（Jalal, 2020）。また、フーシー派はこの原油を売却し、その資金を利

用して未払いとなっている公務員の給料を払うメカニズムを作るよう要請するなど、セイ

ファー号をめぐる政治的な駆け引きがOSESGYの進める和平交渉に悪影響を及ぼしかねな

い状況であった（Barrington, 2023）。

2021年9月、国連側はセイファー号の政治利用を避けるため、交渉窓口を国連常駐調

整官事務所（Resident Coordinator’s Office: RCO）に変更し、RC/HCのデイヴィッド・グレ

スリーがフーシー派と国際承認政府の両者との交渉を担当することとなった。また、新た

な解決策として、イエメン最大の貿易会社であるファフェム（FAHEM）グループから、同

社が仲介役となりオランダのサルベージ会社スミット（SMIT）が原油移送作業を行うとい

う提案がなされた（United Nations Yemen, 2023）。この提案にフーシー派が同意し、
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2022年3月5日、国連が代替船を用意し、フーシー派が移設作業に必要な設備を提供する

という覚書がRCO、ファフェムグループ、フーシー派の間で署名された（United Nations 

Yemen, 2022）。そしてこのプロジェクトの計画及び実施をUNDPが担当した。イエメン

にはRC/HCやOSESGYが主導する平和活動の実施を担当するユニットがあり、本事例では

RC/HCがそのユニットに対し直接指揮を執るような形となっていた。UNDPは国連環境計

画（United Nations Environment Programme: UNEP）、 国 際 海 事 機 関（International 

Maritime Organization: IMO）、OCHA、国連世界食糧計画（World Food Programme: WFP）

など専門知識を持つ関係国連機関の協力を得つつ、オペレーションを統括した。通常、他

の国連機関にとって財政的なインセンティブがないため、UNDPのプロジェクトにこれだ

けの国連機関が関わることはない。各機関がサイロを超えて自らのリソースを活用して協

働したと言える。

RCOは資金調達のためのドナー会合を開催し、サウジアラビア、クウェート、カタール

の湾岸諸国を含む24か国以上から資金を調達した。イエメン最大の民間企業の一つHSA 

Groupも120万ドルの資金を提供している（Ghantous, 2022）。このように、ドナー、国連

諸機関、紛争当事者の協働の結果、2023年8月、原油は無事に国連が調達したタンカーに

移送され、流出という最悪の事態は避けられた（Gressly, 2023）。また、原油流出に備え国

際承認政府、フーシー派両統治域内の危機対応機関に対してIMOが能力強化研修を実施し、

WFPが原油除去のための迅速対応準備を沿岸地域コミュニティと共に行うなど、レジリエ

ンス強化もプロジェクトの中で行われた。

(3)集団的成果の実現

このプロジェクトは原油を移送し、人道・環境危機を防いだという大きな意義があるが、

本事例が集団的成果の実現と言えるかについて、前節で論じた集団的成果の四つの基準

（測定可能性・期間限定性・共同性・統合性）から評価する。

第一に、測定可能性においては公開されているプロジェクトドキュメントの中で第一

フェーズのプロジェクト目標にも「セイファー号から原油が97％移送される」、「セイ

ファー号の内部洗浄が終了する」といった具体的な目標が設定されている（UNDP Yemen, 

2022, p. 25）。期間限定性においても同じくプロジェクトドキュメントの中で2年のタイ

ムスパンが規定されている。ただ、原油移送後の第2フェーズを含めると3年を要する計

画で、当初からすべての活動終了には3－5年は必要という認識がされていた。共同性に

おいては複数の国連機関が現状分析レポートの作成やプロジェクトドキュメントの作成過

程から実施においても関わっており、すべてのフェーズで協働が達成されている。統合性

においてはイエメンのUNSDCF（2022-2024）の3年計画の中でアウトカム（最上位目標）

レベルの一つの指標として「セイファー号問題に対する持続可能な解決策」（United 

Nations Country Team in Yemen, 2022, p. 18）として明記されており、プロジェクトレベ

ルとUNSDCFレベルの統合がなされた上で実施されている。また、イエメンのフーシー派、

国際承認政府側の強いニーズだけでなく、現地の人々が抱える人道、環境リスクの除去、

更には関連機関やコミュニティへの原油流出時危機管理研修を通じたレジリエンスの強化

にも貢献している点でも、原油移送だけでなく今後の再発時のリスクヘッジも行っている

と言える。かねてからアデン湾沿岸では12隻の船舶が損傷・長期放置され、燃料流出リ

スクが指摘されている（PAX, 2022）。さらに、2023年以降のフーシー派による紅海航行

中の船舶への攻撃で、原油タンカー 1隻を含む少なくとも船舶4隻が放棄または沈没し、

原油や燃料の漏えいリスクが指摘されている（International Maritime Organization, 

2024）。そのため政府機関やコミュニティの機能強化はセイファー号以外に起因するリス

クへの対応も兼ねている。ただし、コミュニティのレジリエンス強化に関しては原油流出

時の対応といった限定的なものであることや実際にレジリエンスがどの程度強化されたの

か、については検証の余地がある。上記の通り、本事例は国連による集団的成果の設定お

よびその実現について四つの基準を充足していると評価できる。

(4)国連による課題克服プロセスの分析

では、国連による集団的成果の実現はどのようにして成し遂げられたのであろうか。こ

の点について前節で議論したOECD「より良い調整」「より良いプログラム」「より良い資

金調達」の三側面における国連特有の課題（表1参照）から分析する。この三側面を提示

したDAC勧告は、法的拘束力こそ有しないものの、DAC加盟国にとっての共通の政策基準

であると同時に、国連機関への資金拠出の指針としても機能している。同勧告の三側面は、

こうした資金・政策・制度設計に関わる主要な側面を包括的に整理・類型化したものであ
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る。以上を踏まえ、本研究では、国連におけるネクサス実践を制度的・構造的観点から評

価するための外部分析枠組みとして、この三側面を用いることとした。

①より良い調整

RC/HCの適切な人材配置と権限の付与

本事例では、イエメンのRC/HCであるグレスリーが中心的役割を果たした。当初は

OSESGYがフーシー派との交渉を担っていたが、フーシー派の警戒感を考慮し、交渉権限

がRC/HCに移譲された。この権限移譲は、現地で直接対話可能な立場を持つRC/HCが主

導することによって、オペレーションを前進させる転機となった。RC/HCは人道調整官の

立場を活用してフーシー派と交渉を行いつつ、UNCT内の調整も担い、人道・開発・平和

の分野横断的な連携を実質的に統括した。グレスリーは20年以上様々な国の国連PKOで

の重要なポストに就いていた経験豊富な調整官であり、着任当時からフーシー派や国際承

認政府とも積極的に協議を重ねていたため、両者との信頼関係を築けていた。また、RC/

HCはUNCTの各機関代表に直接指示を出す立場にあり、本事例を主体的に解決するべく

各機関に積極的に働きかけ、協働の実施体制を整えた。

国連機関間の分野を超えた協働体制

本プロジェクトには、人道・開発・平和の各分野を代表する国連機関が役割を分担して

参画した。人道分野では、OCHAが国連本部やドナーとの調整・広報を担い、WFPが新タ

ンカー購入に関する市場調査、船舶契約書作成支援や移送前の流出及び移送時に流出した

場合の現地コミュニティの対応のための能力強化（原油除去用必要機材の購入及び研修

等）に関与した。開発・環境分野では、UNDPがタンカー購入や原油移送も含めたプロジェ

クト資金管理と事業実施を統括し、UNEPが原油流出時の緊急対応計画を策定、IMOが船

舶航行や環境へのリスク調査と流出リスク対応のための専門家派遣を行った。平和分野で

はOSESGYが初期交渉を担い、UNOPSが機材供与を実施した。OSESGYに関しては、権限

移譲後はUNSCに対して状況報告を行い、支援の要請等を行った。その後はRCOが交渉を

担当し、UNDPがRCOと共に交渉の場に立ち、技術者レベルでのフーシー派との交渉も担

当し、プロジェクトの形成を行った。また、実施段階ではこれらの担当機関が調整会議に

参加している。このように各機関がそれぞれの比較優位的専門性を活用し、通常はそれぞ

れの目標の下に別々の活動を行う機関が一つのプロジェクトに関して分析、計画、実施の

段階で協働したことや、UNDPやWFPなどが本来のマンデートとは直接関係のないプロ

ジェクトの実施に関わったことは、国連システム特有の縦割り構造を克服し、サイロを超

えた協働の可能性を示すものであった。各機関は表2の通り、それぞれ分析、計画、実施

の段階で協働のための役割を担っている。

表 2　セイファー号原油移送プロジェクトに関わった国連機関とその役割

②より良いプログラム

共同分析と計画策定の連動性

プロジェクト策定時からUNDPだけでなく、UNEP、IMO、RC/HCも加わりプロジェク

トドキュメントの作成に携わっていた。今回RC/HCの判断によりUNDPが新規タンカー

を国の代わりに購入するに至ったが、プロジェクト開始時にはプールファンド（後述）に

はまだ予算が十分に集まっておらず、タンカー購入には予算管理をするUNDPにとって財

政的リスクを伴った（United Nations Yemen, 2023）。このリスクはUNDPを通じて他機関、

そしてニューヨークの国連事務局本部にも共有され、RC/HC、UNDPともそれぞれ本部と

協議しタンカー購入の準備を進めることとなった。そのためWFP、IMOなどこの分野に

知見のある国連機関も購入に当たりUNDPに対して助言をすることで責任の一端を担った。

国連機関 主担当分野 関与段階 本件での主な役割

RC/HCO 人道・開発・（平和） 分析・計画・実施
紛争当事者との調整、資金調達・国連本部

との交渉

OCHA 人道 計画・実施
NYでの国連機関間・ドナーとの調整、広

報、緊急支援基金の資金調達

WFP 人道 計画・実施
船舶契約におけるアドバイス、原油流出時

に備えた住民参加の準備

UNDP 開発・平和 分析・計画・実施 プロジェクトの資金管理・原油移送実施

UNEP 開発・環境 分析・計画・実施
緊急対応計画の策定、政府能力強化、環境

観点からのアドバイス

IMO 開発・環境 分析・計画・実施

原油流出時のインパクト調査,原油流出対

応専門家の派遣、紛争当事者の危機管理人

材育成

OSESGY（SPM） 平和 間接的関与
初期オペレーション（簡易調査）の交渉を

担当、権限移譲後はUNSCへの報告

UNOPS 開発・平和 間接的関与
初期オペレーション（簡易調査）の実施準

備を担当。購入機材をUNDPに供与

（出所：筆者作成）
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既存計画との統合

本事例の特徴は、原油流出阻止という明確かつ緊急の「集団的成果」が設定され、それ

がUNSDCFに組み込まれた点にある。UNCTの中で本事例の重要性がすでに共有されてい

たことから、UNCT全体の問題と捉えられ、UNSDCFの策定過程で目標に組み込まれるこ

ととなった。本プロジェクトは、UNEPの緊急対応計画やIMOのリスク評価、UNDPの能

力強化活動と資金管理、OCHAによる人道調整といった各機関の活動を、RC/HC主導の

UNSDCFの枠内に統合する形で実施された。こうした国連特有の制度的枠組みを活用する

ことで、通常は分断されがちな人道・開発・平和のプログラムが統合され、「より良いプ

ログラム」が現場レベルで具体化した。

③より良い資金調達

資金の柔軟性と複数年化

資金調達の面でも、本事例は成功を収めている。2022年5月の拠出表明会議では、欧

米諸国、中東諸国、日本を含む24か国が資金援助を表明し、事務総長による直接の呼びか

けやクラウドファンディングを通じて民間資金も調達された（United Nations Yemen, 

2023）。その結果、これらのドナーから33百万ドルの資金を調達することとなった。こ

のように国連、各国政府、民間が一体となって柔軟かつ迅速に資金を集めた紛争時中の事

例の報告は数多くなく、OECDが求める「柔軟で予測可能な複数年資金戦略」の実現に近づ

いたと評価できる。

資金メカニズムの統合

通常は分断される人道・開発・平和分野の資金が、RC/HCの調整の下で一体的にUNDP

予算として調達された点も重要である。この手法により、この案件のために前述のMPTF

のような形のプールファンドが設立され、各ドナーがイヤーマーク（特定の用途のために

割り当てること）をせず、国連が自由に資金を使えることにより、タンカーの購入やスミッ

トとの契約が可能となった。

3.本事例が示唆するトリプルネクサス実践への教訓

本事例の分析により、長期化・複雑化した紛争下においても指摘されていた課題を克服

し、人道・開発・平和支援に従事する国連機関の協働による集団的成果の実現は可能であ

ることが明らかとなった。本節ではこれらの課題を克服し、集団的成果の実現を可能にし

た要因を指摘し、トリプルネクサスの実践への教訓について議論する。

(1)本事例特有の状況と他国への応用

本事例の分析ではイエメンに特有の状況が存在したものの、その中から他国の文脈にも

応用可能な要素を抽出することは可能である。第一に、集団的成果の指標が紛争地におけ

る「原油流出阻止」という極めて具体的かつ個々の機関での達成には難易度の高いもので

あった点は、国連機関間の協働を促進する強力な動機となった。他国では必ずしも同様の

危機が存在するわけではないが、パンデミックや自然災害など紛争地における複合的危機

は十分に想定される。そのような場合、各機関がそれぞれの目標を設定して後から統合す

る分業型の名目上の集団的成果ではなく、単体での達成が難しく、複数機関の協働を不可

欠とするような性質を持つ成果をあらかじめ設定することが、組織横断的な連携を実質的

に促す条件となり得る。

第二に、本事例ではドナーが一致協力して迅速に資金を拠出し、クラウドファンディン

グを含む柔軟な資金調達が実現した。ドナー間調整がトリプルネクサスの課題と言われて

いるが、本事例のように目的がはっきりしており、緊急の措置が求められる場合にはドナー

も柔軟に対応することが明らかとなった。また、DAC勧告にあるようにリードドナーが積

極的にイニシアティブをとることでドナー間調整も円滑となる（OECD, 2022）。本事例に

おいては紛争当事者にとって比較的対立の外にいるオランダが積極的にリードしたが、ド

ナーの中で積極的に動き、かつ調整を行う国がいれば実践を容易にする。つまり、紛争当

事者からも信頼を得られるリードドナーの存在や緊急性に基づく説得力ある資金戦略があ

れば他国でも再現可能であることを示唆する。

第三に、国連PKOやSPMと言われる国連ミッションのかかわりである。国連ミッショ

ンがネクサスに与えた影響についての研究は数少ないが、例えばマリの事例ではPKOミッ
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シ ョ ン で あ る 国 際 連 合 マ リ 多 次 元 統 合 安 定 化 ミ ッ シ ョ ン（United Nations 

Multidimensional Integrated Stabilization Mission in Mali: MINUSMA）がネクサスの実践

に悪影響を与えたという報告がされている（Tronc et al., 2019）。また、上述の通り平和分

野の分断が継続されているソマリアに派遣されていた国際連合ソマリア支援ミッション

（United Nations Assistance Mission in Somalia: UNSOM）はイエメンと同じSPMのカテゴ

リーに入るが、その予算規模はイエメンのOSESGYが17百万ドルなのに対し、97百万ド

ルと大きく異なる（United Nations General Assembly, 2022）。UNSOMのマンデートも憲

法見直しからアフリカ連合へのミッション移行、治安部門改革等責任範囲が非常に広い

（United Nations General Assembly, 2022）。また、OSESGYはUNSOMのようにイエメン

国内にはオフィスを置かず、更にはこのオペレーションの権限を譲渡している。そのため

UNSOMに比べ国連システム内でのプレゼンスや実施事項が少ないことは容易に予想でき

る。このことから、国家レベルで政治的・軍事的な紛争解決や国家の安定化を担うPKOや

SPMの関与が比較的限定的であった一方で、同じ平和支援でもイエメンにおいては紛争予

防やコミュニティの強靭性などローカルな平和構築と実務レベルでの調整や実施を担う

UNDPが中心的に関与したことが、トリプルネクサスに基づく集団的成果の実現に寄与し

たと考えられる。

また、本件では、従来人道支援組織より危惧されてきたPKOやSPMなどの平和支援組

織による人道支援の政治化・道具化（Alarabeed, 2024; Barnett, 2006; Pedersen, 2016）

とは対照的に、人道と開発の双方を統括するRC/HCが政治的役割を果たし、OSESGYに代

わって人道問題を切り口とした紛争当事者との交渉を主導した点も特筆に値する。政治プ

ロセスを担うSPMではなく、人道と開発を統括するRC/HCが交渉を主導したことにより、

現場レベルの信頼関係構築や資金調達活動と結びついた協働が可能となった。この点は、

トリプルネクサスにおけるリーダーシップのあり方を考える上でも示唆的である。した

がって、本事例は大規模な国連PKOやSPMの関与が限定的である一方で、人道・開発分野

や地域レベルのボトムアップ型平和構築を担う国連機関の関与が強い場合に、トリプルネ

クサスの実践がより円滑に進展しやすい可能性を示唆している。もっとも、この点に関し

ては紛争の状況や政治環境など複合的要因が影響するため、今後さらなる分析が必要であ

る。

(2)「予防」の重要性の再評価

本事例は、人道危機が長期化しているイエメンにおいて、原油の流出を未然に防ぐこと

でさらなる環境・経済危機を回避し、同時にこうした危機が政治問題化して和平プロセス

に障害を及ぼすリスクを除去した点に意義がある。すなわち、人道・環境分野における「危

機の予防」が、結果として「紛争予防」に資する形で実現したといえる。上述の「持続的平

和アジェンダ」において国連は紛争予防を優先課題と位置付けているが、本事例は人道・

環境分野の予防的対応が持続的平和の実践的手段となり得ることを示している。また、人

道危機や環境危機を事前に回避することは人々の生命・安全を守るのみならず、発生後の

対応に比べて効率的かつ低コストである。今回のドナー拠出額は大きかったものの、流出

後の対応に比べれば圧倒的に小さな負担で済んだ。

4.おわりに

本研究の事例では、国連によるトリプルネクサスの実践は、DAC勧告が提起する「より

良い調整」「より良いプログラム」「より良い資金調達」の課題を国レベルでの取り組みに

よって克服し得ることを示した。また、国連改革を通じた組織体制の整備が、こうした取

り組みを可能にしつつあることも明らかとなった。さらに本事例は、①分業ではなく協働

を前提とした可視化された集団的成果の設定、②国連機関や近隣諸国を含むドナーによる

柔軟な資金調達、③大規模ミッションによる国家レベルの和平プロセスよりも、UNDPや

RCOといった現場に近い機関によるリーダーシップと協働の強化が、実効的成果の実現を

容易にすることを示している。加えて、人道・環境危機の拡大を未然に防ぐことを通じて

紛争予防に資した点も、注目されるべき成果である。

本事例は国連の通常のオペレーションとは異なり、再現性という点で一定の制約が残

る。ただし、トリプルネクサスは状況に応じて変化し進化し続けるモデルであり、各国や

時期によって協働の形態が異なる（Norman & Mikhael, 2023）。この柔軟性は不確実性を

伴うが、上述のような対応を国連自身が決断することで達成は可能であることが示された。

通常、長期化した紛争国におけるネクサスの真の成果を測るには時間を要する（Howe, 
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2019）。しかし、本事例のように早急な成果が可視化された経験を特殊例として片づける

のではなく、教訓を抽出し他国の実践に応用していくことで、トリプルネクサスの蓄積を

促し、長期的成果の実現も見えてくるかもしれない。
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第2回大会は、2024年2月1日（土）、早稲田大学早稲田キャンパスを会場とし、213名

の参加申し込みがあった。本大会は、午前の自由発表1・2、ユース・セッション、午後のオー

プニングシンポジウム、企画セッション、ラウンドテーブル、そしてクロージングセッショ

ンという構成で開催され、多様な立場から緊急人道支援をめぐる課題が検討された。

自由発表では、ウクライナ国内避難民への成人教育講座の効果測定、SAR画像を用いた

建物被害のリモートセンシング、人道・開発・平和のネクサスを実践者の視点から捉える

試み、発達障害当事者の「語りの力」をめぐる考察、災害ボランティア活動における情報

公開や苦情・要望対応、緊急時の教育の最低基準研修の行動変容、「緊急人道支援の基礎

講座」の受講者分析などが報告された。

ユース・セッションは、大会プログラム上、「大学生や大学は緊急人道危機に対し何が

できるのか」を主題として位置づけられていた。加えて、閉会時には、学会としてユース・

セッションや部門を明確に位置づけ、若い世代の参加を促していく方針が示されており、

ユースの参画が大会全体の重要な柱の一つであったことがうかがえる。

ユース・セッションの様子

03 報告

第 2 回大会報告
早稲田大学　佐々木俊介（第 2 回大会共同実行委員長）

オープニングシンポジウムは、「人道支援と平和構築のネクサス―若い世代の挑戦・役

割」をテーマとして開催され、山田満会長がモデレーターを務め、伊藤夕妃氏、忍足謙朗氏、

永井陽右氏が登壇した。シンポジウムは、開催校企画として、特に若い世代の平和構築に

向けた挑戦や役割を議論された。

企画セッション2「人道主義と人道支援」では、人道支援と開発支援の違い、人間の安

全保障との関連、近年のODAポリシーの動向などが論点となり、今後も継続して議論を深

めるべき課題であることが確認された。また、企画セッション3「ウガンダにおける人道・

開発・平和の連携（HDPネクサス）」では、JICA、NGO、民間企業の実践報告を通じて、難

民支援とホストコミュニティ支援、現地政府や支援機関との信頼関係、民間企業の役割な

どが共有された。

ラウンドテーブルでは、「NGOの動画広報と人権」「緊急人道支援におけるCash Plusア

プローチ」「新しいシリアと人道支援」「人道支援におけるロジスティクス：企業連携の可

能性」「長期化する紛争下における基礎的な学力の改善」「国内災害対応における効果的な

支援調整にむけて」といった今日的課題が幅広く扱われた。

以上の諸報告を受けて行われたクロージングセッションでは、複数の分科会が同時並
行で実施されたことを踏まえ、各座長らによって内容が共有された。また、閉会の挨拶では、

多様なアクターが緊急人道支援に関わっていることがあらためて確認されるとともに、次

年度の大会への参加が呼びかけられた。

オープニングシンポジウムの様子
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